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第1章 序論  
1.1  研究の背景 
現在、我々の日常生活に欠かせない存在となった通信分野におけるマイクロ波の
利用、つまりマイクロ波帯の電波を用いた無線通信は、30 年ほど前の自動車電話
でのサービスから始まった。当初、無線通信は通話のみに利用されていたが、「い
つでも、どこでも、誰とでも、どんな情報をも、瞬時にやり取りしたい」という人
類の限りない便利さの追及から 10 年ごとの技術革新を経て、現在ではインター
ネットへの接続や動画伝送等のデータ通信の利用が可能になった。 
 
ここで、無線通信において携帯端末から電波に乗せて送信された情報は、基地局
を経由して電波を受信した相手先の端末から取り出される。この様な送受信には、
ある帯域幅を持った周波数の電波が用いられる。従って、空間には特定の周波数を
持つ無数の電波が存在することになり、この中から必要な情報が含まれている周波
数を選り分けるため、基地局にはフィルタが搭載されている。従って、通信に用い
られる電波は必ず基地局を経由するため、高品質で無線通信を行うためには大量に
基地局を整備することが必要になる。この様に、基地局の整備を早期に、かつ経済
的に行うためフィルタには低廉かつ軽量化が求められてきた。 
 
フィルタは共振器を組み合わせて構成される。共振器には金属製キャビティのみ
からなる空洞共振器、或いはキャビティ内に誘電体共振子を装荷した誘電体共振器
がある。フィルタに求められる共振器としては、空洞共振器よりも誘電体が持つ誘
電率の波長短縮効果により共振器を小型にするだけではなく、高 Q・f 値かつ優れ
た共振周波数の温度特性（τf）による高効率かつ高い温度安定性を実現する誘電体
共振器が用いられている。この様に誘電体共振器は基地局に要求される特性を満た
し、無線通信のインフラの構築に貢献してきた。 
 
近年、スマートフォンに代表されるように、インターネット接続環境での利用を
重視した無線通信端末の爆発的な普及によって、無線通信のトラフィック量は増加
し続けている。今後も、ハイビジョン映像のアップロード、映像のストリーミング、
大容量のサイネージ情報の配信等、多様なサービスの提供が想定されており、トラ
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フィックの更なる増大が見込まれる。この様な背景から、より一層充実したワイヤ
レスブロードバンド環境を実現することが望まれている。 
 
ワイヤレスブロードバンド環境の実現に向けて、2 つの方法が検討されている。
1 つは、新たな周波数帯を使用する方法で、これは、平成 24 年 7 月以降、テレビ
の地上波放送のディジタル化（地デジ化）に伴う空き周波数帯（700MHz 帯）、お
よび第 2 世代携帯電話システムに使用されている周波数帯域の再編に伴う空き周
波数帯（900MHz 帯）を移動体通信用に割り当て、無線通信システム用の周波数帯
域を増加させることである。もう 1 つは、現在割り当てられている無線システムの
周波数帯を有効に利用する方法、言い換えれば周波数帯を固定したまま通信に用い
るチャネル数を増加させることである。 
 
 ここで、新たに確保された 700 MHz～900 MHz 帯域の共振周波数は現在の 2000 
MHz 帯域のそれよりも低く、共振周波数の逆数である共振波長は長くなるため、
誘電体共振子の寸法は大きく、つまり誘電体共振器の寸法が大きくなることでコス
トの上昇が懸念される。 
一方、先に述べたチャネル数の増加を目的とした周波数帯域の圧縮に必要な高ス
カート特性は共振器の多段化により実現できるが、フィルタ特性と共振器には次に
示すような関係がある。 
・ フィルタのスカート特性は共振器の数に比例して急峻になる。 
・ フィルタの挿入損失は共振器の無負荷 Q（Qu）値に反比例し、共振器の数に
比例して増大する。 
これらから、フィルタの高特性化の際には誘電体共振子数の増加に伴うフィルタ
重量の増量、および損失の増大による効率の低下が懸念される。 
 
このような背景から、700 MHz～900 MHz の周波数帯域の利用、および周波数帯
域を有効に利用する場合、現状では基地局用フィルタの高コスト化、および効率の
低下は避けられない。すなわち、更なる軽量、高コストパフォーマンス、高効率を
満たすフィルタ用の誘電体共振器を実用化することは、充実したワイヤレスブロー
ドバンド環境を達成する鍵になるといえる。 
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1.2  移動体通信に使用する基地局フィルタ用共振器 
現在のように携帯機器による移動体通信が普及する前は、無線通信は主に衛星通
信等で用いられていた。12GHz 帯の高い周波数での使用及び優れたフィルタ特性
が要求されたため、共振器の特性には高 Qu 値が優先され、フィルタには空洞共振
器が用いられていた
1),2)
。 
しかし、移動体通信の普及にともない共振器に求められる特性は、高い Qu 値を
維持したまま、体積の 1/10 以下への小型化、加えて共振周波数の温度係数（τf）の
1/10 以下への安定化へ変わった（τf≒0）3)-7)。 
 
ここで、フィルタを構成する共振器において必ず高い値が要求される Qu 値とは、
共振器の性能を表す指標である。この値は、共振系に蓄積されるエネルギーの時間
平均値を 1 秒間に共振系から失われるエネルギーで割った値で定義され、共振系よ
り失われるエネルギーのみを考慮している
2)
。 
 この Qu 値は、一般に共振系を小型化すると低下する。例えば、空洞共振器を考
えた場合、その Qu 値は荒い近似のもとで以下の式で表される 8)。 
2
δS
VQu =           (1) 
ここで、 
V： 空洞共振器の体積 
S： 空洞共振器の内壁面の表面積 
δ： 内壁面の表皮深さ 
 この式から、空洞共振器の Qu 値は、空洞の体積 V をその表面積 S と厚み
2
δ
の積
で割った値として与えられる。ここで体積は長さの 3 乗、表面積は長さの 2 乗に比
例するので、空洞共振器の寸法が小さくなると、体積は表面積よりも速く減少する。
したがって、空洞共振器を小型化すると Qu 値は低下する 9)。 
 また、τf については、空洞共振器の材質が銅の場合はτf =18ppm/℃あり、高価な
インバ製としてもτf=2ppm/℃程度である。このため、フィルタ用共振器に求められ
るτf =0 の要求を満たせない。よって、空洞共振器では先に述べた共振器に求めら
れる特性を満たすことは難しい。 
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この様な背景から、現在ではτf=0 としながら Qu 値をあまり低下させることなく
共振系を小型化することができる誘電体共振器
10)-13)
が移動体通信用の共振器とし
て用いられている。 
1.2.1  誘電体を用いた共振器 
 金属壁で囲まれてできた空洞共振器は、電磁波が金属壁で完全反射を繰り返しな
がら、元の位置に同位相で戻ってくることにより共振する。これに対して、誘電体
共振子の場合は、誘電体内の電磁波が誘電体と空気との境界で全反射を繰り返しな
がら、元の位置に同位相で戻ってくることにより共振する。しかし、誘電体共振子
を自由空間中に放置すると共振子から空間中に放射する放射電力のために放射損
が生じる。このため、高 Qu 値が求められるフィルタ用誘電体共振器としては、誘
電体共振子を金属製のキャビティで遮蔽した構造のものが用いられる。これは、放
射損が遮蔽により生じるキャビティ内壁面での導体損よりも大きいからである
14),15)
。 
誘電体共振器は誘電体を用いるため空洞共振器と比較して以下の優れた特徴を
持つ。 
1) 誘電体は高い比誘電率（εr）かつ低い誘電損失（tanδ）を持つため 16)-18)、誘電
体内部において電磁波の波長は自由空間の
rε
1
に短縮され
10),19)
、誘電体共振
器は小型かつ高 Qu 値（≒1/tanδ）な特性を実現できる 20),21)。 
2) 誘電体共振器では、誘電体共振子に電磁界エネルギーが集中するため、金属製
のキャビティ内壁面での表面電流を少なくでき、寸法を小さくしても空洞共振
器と比較し Qu 値の低下を抑えることができる 22)。 
3)  誘電体はτf をコントロールすることが可能であるため 23),24)、キャビティに使
用する金属によりτf が決まってしまう空洞共振器と比較し、誘電体共振器では
τf を 0ppm/℃付近に設計することができる 25)。 
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1.3  誘電体材料の現状 
ここでは、誘電体共振器に用いられる誘電体材料に着目する。これまでに開発さ
れている、τf が 0 に近い値を持つ誘電体材料のεr と Q・f(=f0/tanδ、f0:共振周波数)
値の関係を図１に示す
26),27)
。1.3.1 で述べるように誘電体材料の Q・f 値はεr の 5 乗
に反比例するためεr の増加と伴に低下
28),29)
、つまり、図に示すようにεr と Q・f 値
はトレードオフの関係を持つことになる
30),31)
。現在、基地局フィルタ用の誘電体
共振器にはεr<50 領域の高 Q・f 値を持つ誘電体が使用され、一方、εr>70 領域の誘
電体は共振器に要求される Q・f 値を満たさないが、εr が比較的大きいため小型化
を優先する携帯端末の部品に用いられている
32)-34)
。 
 
フィルタメーカーからの共振器の低コスト・軽量化の要求には
35)
、共振器に用
いられる誘電体材料の使用量を低減することにより応えてきた。これは、誘電体が
持つεr により誘電体共振子内の共振波長がεr
 -1/2
に比例して短縮されることを利用
し、誘電体共振子の体積を小さくできるからである。しかしながら、図１に示すよ
うにεr と Q・f 値はトレードオフの関係を持つため、誘電体共振器に要求される Q・
f 値を持ち且つεr>50 領域の誘電体材料の開発は極めた困難であり、この領域の誘電
体材料は未だ開発されていないのが現状である。 
  
 
1.3.1  誘電体のεr と tanδとの関係 
 誘電体の Q 値は Schlomann36)や Rupprecht ら 37)により減衰定数Γに依存すると報
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]
 
図 1 共振器向け誘電体材料のεrと Q・f の関係 
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告され、このΓは完全結晶の場合は格子振動の非調和項によるものと Tagantsev ら
38)
により報告されている。 
 
ここで、マイクロ波領域の誘電損失の内部要因である格子振動の非調和項につい
て記述する。光による格子振動の誘起は 1 つのフォノンを生成する過程であるが、
非調和項が単なる光による 1 つのフォノンの生成ではなく、2 つのフォノンが携
わっていると仮定される。つまり、マイクロ波の吸収により材料中の音響フォノン
が消滅し光学フォノンが生成するという過程が Sparks ら 39)により提案された（2
フォノン差プロセス）。一般的に Brillouin ゾーンの端ではフォノンの状態密度が高
く、さらに音響フォノンと光学フォノンのエネルギー差が小さい事から、マイクロ
波の吸収によるフォノンの生成、消滅はゾーン端で起こるものと考えられ、内部要
因による損失は以下の式で表される。 
( )5012
2
0
2
0 2
tan
4
ln)( ε
γ
ω
γ
ω
γω
ω
ω
ωγ
ωε 









+



+
≈′′
Γ
−
ΓΓ
ΓB      (2) 
ここで、 
ε ′′  ：誘電率の虚数部 
0ε  ：静電誘電率 
0ω  ：横波光学振動の共鳴周波数 
B  ：非調和パラメータ 
Γγ  ：熱的に幅を持つ 2 つのフォノンの平均ダンピング定数 
 上式をマイクロ波領域 ( )Γ<< γω で近似すると以下の式が導出される。 
( )502
0 2
ln2)( ε
γ
ω
ω
ωγ
ωε 



≈′′
Γ
ΓB         (3) 
この式より、誘電率の虚数部すなわち損失が誘電率の 5 乗に比例する事を表してお
り、誘電率と誘電損失がトレードオフになる理由が説明できる 
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1.4  誘電体共振器の現状 
1.3 で述べたようにフィルタメーカーからの要求を満たす誘電体材料は未だ開発
されていない。そこで、現在使用されている誘電体材料を用いて共振器の小型化を
実現する方法の一つとして、1.4.2 で述べる多重モード誘電体共振器の使用が挙げ
られる。 
 
しかしながら、これらの共振器を用いたフィルタは、組立及び調整するうえで熟
練した技能や高い精度を必要とする
40),41)
。更に高特性のフィルタを構成する場合
は多段化や狭帯域化、言い換えると誘電体共振器の数の増加や共振器間の強い結合
が必要となる。従って、多重モード共振器内のモード間結合係数を得るために用い
られる調整用金属ネジや、共振器間結合係数を得るために用いられる金属の結合ス
ロットの数が増加し、これらの導体損が増加することにより共振器の Qu 値が劣化
し、フィルタの挿入損失が増大する
42)
。 
 
これに対し、結合に用いられる金属部品の導体損による Qu 値の低下の抑制を目
的とし、誘電体共振器自体に溝部等を用いて結合係数を得る方法があるものの、こ
れらの構造は誘電体共振器の形状を複雑にするため、セラミックスのような硬度が
高く靱性の低い材料での作製は容易でない。従って、多重モード誘電体共振器を用
いてフィルタを作製する場合には誘電体の加工およびフィルタ特性の調整におい
て工数の増加、つまりコストの上昇を伴うことは避けられず、近年のコストパ
フォーマンスを重視するフィルタへの使用には適しているとはいえない。 
 
この様な背景から、本研究で用いる誘電体共振器の構成としては、多重モードと
比較してフィルタの作製が容易である 1.4.1 で述べる単一モード誘電体共振器に着
目する
43)
。単一モード誘電体共振器の中から小型性と高Qu値性の両立が期待でき、
また、現在のフィルタ用誘電体共振器として主流になりつつある TM010 モード誘電
体共振器を選択する。 
 
フィルタメーカーからの軽量、低廉化の要求に応えるためには、現在使用されて
いる誘電体材料のεr よりも高いεr が求められるが、1.3 で述べたように要求領域の
特性を満たす材料は未開発である。誘電体共振器は誘電体を使用するため、例え優
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れた特性を持つ TM010モード誘電体共振器を用いたとしても、目的の共振特性を満
たす誘電体材料がなければフィルタメーカーからの要求に応えることは難しい。 
 
ここで、1.2.1 で述べたように誘電体共振器では誘電体に電磁界エネルギーが集
中することでキャビティ内壁面での電磁界エネルギーが減少する。これによりキャ
ビティ内壁面での Q(Qc)値は変化し、誘電体共振器の Qu 値は 1.4.1 で後述する (4)
式で表されることから、共振器の Qu 値も変化すると考えられる。つまりこれは、
誘電体共振器内の電磁界分布を制御することにより、共振器の Qu 値が設計できる
可能性を示している。また、誘電体共振器内の電磁界分布の変化は共振周波数を変
えることになり、これは誘電体共振器のεr を設計できる可能性も示している。 
 
材料メーカーとしては未開発領域の誘電特性を持つ誘電体材料の開発を進めて
いる。本研究ではεr の異なる複数の誘電体材料を保有する材料メーカーの強みを生
かし、既存の誘電体材料から最適な誘電体を選択、及びそれらを組み合わせること
により共振器内の電磁界分布を設計することで、共振器に要求される特性を満たす
代替誘電体共振器を開発する方法を提案する。この代替共振器の実用化は充実した
ワイヤレスブロードバンド環境を実現する鍵になるであろう。 
 
1.4.1  単一モード誘電体共振器 
  誘電体共振器は、そのεr と寸法で決定される境界条件を満足する多くのモード
で共振する
12),13)
。その中でも TEM44)、TM01045)-50)、TE01δ51)−57)の 3 つのモードが誘
電体共振器に使用されている。図 2 に、これらのモードの電磁界分布を示す。誘電
体共振子は空洞共振器のように電磁界が共振器中に完全に閉じ込められず、εr の大
小に応じて電磁界エネルギーが共振子の外に若干漏れる（放射損）ため、キャビティ
で遮蔽して使用される。その理由は、遮蔽により生じる導体損より放射損が大きい
からである。図 2 のように、TEM モードにおいては誘電体内・外周面と底面に銀
又は銅の電極が付けられており、TE01δモードの場合は低εr の支持台を介して誘電体
がキャビティに固定される。 
 
 TM、TE モードについている添字の数字は、円筒又は円柱形の誘電体の共振器で
あることから円筒関数を使った記述法であり、前から順にθ方向（軸回りの回転）、
r 方向（径方向）、z 方向（軸方向）の電界強度の節あるいは腹の数を示す。 
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例えば、TE01δモードでは最初の添字の 0 はこのモードの電界強度が軸回りの回
転に対しては一定で変化しないことを示している。2 番目の添字の 1 は r 方向に対
して中央の r=0 点でゼロ、外周部で最大値を取ることを示している。最後のδの意
味は、電界強度が z 軸方向に対しては上下の金属境界面でゼロ、中央部で最大とな
るためで、誘電体の上下境界面で電界強度が完結しない（0 にならない）ためであ
る。この誘電体の上下面に導体板を密着させたときのモードは、TE011 モードと呼
ばれる。 
 
 共振器の重要な共振特性に Qu 値があるが、誘電体を使った共振系の Qu 値は誘電
損失による Q(Qd=1/tanδ)と金属壁の導体損失による Q(Qc)を使って次式で与えられ
る
58)-60)
。 
cdu QQQ
111
+=  (4) 
ここで、誘電損失は材料によって決定されるが、導体損失は利用する共振モードに
よって大きく変動する。 
 
図 2(a)の TEM モード誘電体共振器は同軸共振器とも呼ばれ、金属電極を直接誘
電体の内外周面と底面に形成するため導体損失が大きくなり、共振器の Qu 値が低
くなる。しかし、体積は 3 つのモードの中で最も小さくなるため、マイクロ波帯で
も、小型にしたい場合や、小電力の場合に用いられる。 
 
図 2(c)の TE01δモード誘電体共振器はキャビティの中央に低εr の支持台を介して
誘電体を固定するため、寸法は大きくなる。しかし、誘電体と金属壁が空間的に離
れているため導体損失が小さくなり、共振器の Qu 値は高くなる。金属ケースの寸
(a) l/42 TEM (b) TM010 (c) TE012
誘電体誘電体
電極
導体板 電界
磁界
 
図 2 共振モードの電磁界分布 
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法を大きくすることにより、Qu 値は Qd 値に近いレベルまで上げることができる。
このため高い Qu 値が要求されるデバイスにはこのモードが使われる。 
 
図 2(b)の TM010 モード誘電体共振器は両者の中間の体積と Qu 値を持っている。
しかし近年、このモードの Qu 値に関しては、山田ら 54)や小林ら 61)により、電磁界
解析を用いることで高 Qu 値設計できることが報告されている。この結果、TM010
モード誘電体共振器は、小型性を維持しながら TE01δモードの Qu 値と同等な Qu 値
が得られ、基地局フィルタ用共振器として主流になりつつある。 
1.4.2  多重モード誘電体共振器 
 
共振器の構造に適当な対称性を持たせることで、2 つ以上の縮退した共振モード
を 1つの共振器で励振させる多重モード共振器が野本 1)やLin ら 62)により提案され
た。この多重モードは「空間の多重利用」を可能とし、見かけは 1 個の共振器であ
るが、その中に複数個の共振器が存在するとみなせる
63)
。これにより、共振器単
体での寸法を小さくするのではなく、フィルタを構成する共振器の数を減らすこと
でフィルタの寸法を小さくすることができる。 
 
 多重モード誘電体共振器には大きく分けて 2 種類ある。1 つは、誘電体共振子に
初めから備わっている縮退モードを用いて多重モードを実現する方法で、図 3 に示
すようなEH11δモード及びHE11δモード誘電体共振器が小林ら 64)、Fiedziuszkoら 65),66)
や Chen ら 13)により報告されている。これらの誘電体共振器は構造の対称性が保た
れている時には、共振周波数が一致する 2 つの電磁界が直行するように存在するた
め、観察される共振ピークは 1 つである。ここで、構造を非対称にすると、両者の
P
P M
M
(a) EH11 (b) HE11 
電界
磁界
 
図 3 共振モードの電磁界分布 
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モード間で結合を生じ共振ピークは 2 つに分離し、これらを利用して 2 重モード誘
電体共振器が実現できる。 
 
もう 1 つは、単一モードの誘電体共振器を機械的に組み合わせることにより、誘
電体共振器内に直交する電磁界を実現する方法で、単一モードである 2 つの TM110
モード誘電体共振器を十字型に組み合わせた多重モード誘電体共振器が小林ら
67)
により報告されている。また、この十字型の誘電体共振子を一体成形により作製す
ることで、生産性を高めた多重モード誘電体共振器が西川ら
68),69)
や服部ら
70),71)
に
より報告されている。 
 
更に空間の多重利用の効率を向上させた共振器として、小松ら
72)
、Zhong-Min
ら
73)
や Walker ら 74)により、二重 EH11δモードに加え、これらの電磁界と直交し、
かつ同じ共振周波数を持つ TM01δモードを、共振子の長手方向の長さを調節するこ
とで励振させ、1 つの誘電体共振器を 3 重モードとして使用したフィルタが報告さ
れている。 
 
 3 重モード誘電体共振器としてはこの他にも、西川ら 75)は先に述べた TM110を 3
個組み合わせた 3 重モードフィルタ、また、Hwang ら 76)や Wang ら 77)は、TE01δモー
ドを用いる立方体形状の 3 重モード誘電体共振器を報告している。 
 近年の、電磁界の解析技術の向上により複雑な形状が検討でき、服部ら
78)
によ
り 1 つの誘電体共振子にて 4 重モードの実現が報告されている。 
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1.5 誘電体試料の評価方法の現状 
 
基地局用フィルタに用いられる共振器には小型・高 Qu 値・高コストパフォーマ
ンスが求められ、誘電体共振器に用いられる共振モードは、1.4.1 で述べたように、
現在使用している TE モードに変わり TM モードが主流になりつつある。この誘電
体共振器の形状はスプリアス特性の向上を目的に共振モードが最低次モードとな
るように決定され、TE モードでは ℓ<D（直径 D、長さ ℓ）であるが、TM モードは
図 4 に示されるように TE モードとは異なり ℓ>D である 79)。 
 
誘電体共振器を用いたフィルタの設計には、誘電体材料の εr、tanδの正確な値が
要求される。現在使用している TE モード用の誘電体試料の評価法としては、1.5.1
で述べるように JIS R 1627 に TE011 モードを用いた標準法（両端短絡型誘電体共振
器法
80-86)
）が定められている。この他にも、標準法には定められていないが、フィ
ルタに使用される共振モードである TE01δモードを利用した評価方法も報告されて
いる
87)-90)
。いずれの評価においても試料の形状は、フィルタに用いられる誘電体
共振子の形状（ℓ<D）と一致している。 
 
そのうえ、TE モードの測定では、誘電体試料を金属製の治具に対して共振電界
が平行になるように置くため、誘電体試料と冶具との接触面に生じる隙間には電界
が集中せず、測定の精度を低下させる共振周波数のシフトが抑制される。よって、
TE モードを利用する評価法は誘電体を治具に置くだけの簡易測定法を実現してお
り、共振器の設計、材料開発だけでなく生産ラインでの製品検査にも利用できる。 
 
一方、TM モードは TE モードとは電磁界分布が異なるため、εr と tanδが共振特
性へ及ぼす影響が異なり、TM モード用の誘電体試料の誘電特性を正確に測定する
Dielectric Sample
Cavity
D
ℓ
 
図 4 TM モード誘電体試料の構造 
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ためには、やはり TM モードを利用した測定方法が求められる。一方、JIS の方法
で TM モード用の誘電体試料を測定する場合は、誘電体試料の形状（ℓ>D）を TE
モード形状（ℓ<D）へ加工することが不可欠である。このように、TM モード用の
誘電体試料を簡便に評価する方法として、現在、TE モード用の誘電体試料の評価
に使用されている JIS の方法を利用することは難しい。TM モード用の誘電体試料
の評価法としては、1.5.2 で後述する摂動法 91)-97)、および 1.5.3 で述べる共振器法
98)-102)
が挙げられる。 
 
摂動法では、治具に用いる空洞共振器中の電磁界分布への影響を最小とするため、
細い測定試料が要求されるだけでなく、高誘電率（εr>20）または低損失材料
(tanδ<10-4)の測定では、試料挿入時の Qu 値の変動が小さく摂動量の測定が困難と
なる
94)
。最近、摂動法の測定に厳密解析を適用した高εr 低損失材料の評価が報告さ
れているが
103),104)
、試料挿入孔の直径は遮断周波数との関係から 5 mm 以下に制限
される
104)-106)
。しかし、工業的に用いられる TM モード用の誘電体試料の直径は
15 mm 程度であるため、この場合も評価には誘電体の細径化加工が必要となる。 
 
もう一方の共振器法は、金属キャビティの上下蓋の間に円柱形状の誘電体試料を
挟む構造であるため、電気力線が誘電体試料から導体板に垂直に入射する。そのた
め、導体板と誘電体試料間に僅かでも空隙が生じると、空隙に電界が集中し、f0 の
シフトおよび Qu 値を低下させるため 101),107)、再現性の高い評価は困難であるとい
える。誘電体試料と上蓋を確実に密着させるためには、誘電体試料の両端に電極を
形成するなどの方法が考えられる。 
 
これらのため、現在使用されている TM モード用の誘電体試料の測定法において
は、試料への加工や電極の形成等が必要になるため作業工程が増えることは避けら
れず、これらを簡易測定法として利用することは難しい。 
 
この様な背景から、基地局フィルタ用誘電体共振器として主流になりつつある
TM モード誘電体共振器において、この共振器に用いられる誘電体共振子をそのま
まの形状で正確かつ簡便に評価する方法が求められる。従って、この評価方法を確
立できれば、誘電体共振子の開発速度及び生産性の向上が実現でき、移動体通信向
けインフラの構築に貢献できる。 
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1.5.1  両端短絡型誘電体共振器法 
誘電体共振子のεr と tanδは、f0、Qu 値、誘電体共振子の寸法（D、ℓ）から算出
する。 
測定に必要な誘電体円柱共振器は図 5 に示される。まず、導体板の直径は無限大
であると仮定する。 
この共振器の TE0mlモードの特性方程式は、次式で示される 80)。 
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
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c
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( )Λλ 2,12 == l
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　　　　λ       (9) 
ここで、光速：C、共振波長：λ0、伝搬波長：λg、第 1 種ベッセル関数：Jn(u)、
第 2 種ベッセル関数：Kn(v)である。 
式(5)を満足する u と v の計算結果を図 6 に示す。横軸と縦軸の変数を 2 乗した
値で示したのは、測定値の数値処理を行う際に、根号計算が入らないようにするた
めである 
 
d=2a
D=2R
x
z
y
r
L導体板
 
図 5 両端短絡型誘電体共振器の構造 
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εr は、式(7)、(8)より次式で与えられる。 
( )1)2220 ++


= vu
Dr pi
λ
ε        (10) 
これより、εr は誘電体共振子の寸法及び、TE01l モードの f0 の実測値を式(8)に代入
して、図 6(A)と式(10)より求められる。 
 tanδは次の式で示される 80)。 
BQ
A
u
−=δtan         (11) 
ここで、 
r
vWA
ε
)(1 ∆+=         (12) 
( ))(1
30 2
20 vW
l
R
g
B
r
s ∆+



=
εpiλ
λ
      (13) 
σ
µω
2
0
=sR          (14) 
導体板の表皮抵抗：Rs、導体板の導電率：σ、関数ΔW(v)は、円柱形状の誘電体共
振子内外の電界エネルギーの比を表したものであり、関数 F(u)、及び、G(v)を用い
ると、次のように定義することができる。 
)()()( vGuFuW =∆         (15) 
)()()(
)()(
20
2
1
2
1
uJuJuJ
uJ
uF
−
=        (16) 
)(
)()()()( 2
1
2
120
vK
vKvKvK
vG −=       (17) 
 式(5)より u は v の関数であるから、ΔW は v の関数として表すことができる。
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図 6 複素誘電率測定用チャート 
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TE01l モードに対するΔW(v)の計算結果を図 6(B)に示す。tanδは式(11)から式(14)、
及び図 6(B)を用いて、Qu の実測値、及び、εr 測定の際に得られた値より求められ
る。 
 この評価方法において誘電特性の精度に影響を及ぼす項目、およびその対策方法
について記す。 
1)平行導体板の導電率σr 
tanδの測定公式(11)の右辺第 2 項 B は、平行導体板のオーム損に対する補正項
であり、tanδ＜10-4 のような低損失材料の場合には、導体板のσr の値が tanδの測
定精度に影響を与える。例えば、σr の真値が 0.95 であるべきものが、0.92 と測
定されたとき、この 3％のσrの誤差は、tanδに対し 0.03×10-4の誤差を生じる（εr=40
と仮定）。この誤差の大きさは、Q 値が 10000（tanδ=1×10-4）の誘電体共振子で
は 3.0％の誤差となる。このように Q 値の高い材料ではσr の測定誤差の影響が大
きいため、σr の測定には誘電体共振器を利用した方法
83)
により測定誤差を±2%
以下に抑制している。 
2)平行導体板の直径 
誘電特性を算出する際に、導体板の直径は無限大と仮定されているが、測定で
用いられる導体板の直径は有限である。導体板の直径が短いと電磁界エネルギー
は外部に漏れて f0 のシフト及び Qu 値の低下が生じる。このため、εr 及び tanδの
相対誤差が 10-6 となるように、理論計算から、導体板の直径は誘電体共振子の直
径の 3 倍程度とする。これにより、例えばεr が 10～100、tanδ=10-4 の場合、Δ
εr/ εr<10-6、Δtanδ/tanδ<10-4 に収められる。 
3) 誘電体共振子の寸法（D/ℓ）比 
誘電体共振器には複数の共振モードが存在し、それぞれの f0 は誘電体共振子の
D/ℓ比により決定される。隣接する TM モード或いは HE モードが測定に用いる
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図 7 両端短絡型誘電体共振器のモードチャート 
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TE011 モードに近付くと、TE011 モードの f0、Qu 値の測定精度が低下するため、TE011
モードの共振周波数が不要モードから離れるように誘電体共振子の D/ℓ比を決
定する必要がある。 
誘電体共振子の D とℓについては、図 7 に示す誘電体円柱共振器のモード
チャートから、（D/ℓ）を 1.8～2.3 の範囲で選択することにより、TE011 モードの
共振周波数を他の不要モードの共振周波数から十分に離すことができる。 
1.5.2  摂動法 
測定では、図 8 に示す空洞共振器の共振周波数の変化は試料のεr に比例し、空洞
共振器の Qu 値の変化は試料の誘電正接に反比例するという特性を利用している。 
損失のある空洞共振器が共振した時の複素角周波数は以下のように与えられる。 
ωωω ′′+′= j  
試料が挿入されていない空洞共振器内の電界と磁界を 1E 、 1H とおき、試料が挿
入された場合の試料内部の電界と磁界を 2E 、 2H とすると、マクスウェルの式から
次式を誘導できる
91)
。 
( ) ( )
∫ ∫
∫ ∫
+
−+−
=
∆
∗∗
C C
s s
V V
V V
dVHdVE
dVHHdVEE
2
10
2
10
21022102
µε
µµεε
ω
ω
     (18) 
ここで、 
ε0 真空中の誘電率 
ε2 試料の誘電率 
µ0 真空中の透磁率 
µ2 試料の透磁率 
VC 空洞共振器の体積 
VS 試料の体積 
摂動法の測定では、空洞共振器内の電界が最大かつ磁界が最小になる領域に試料
を挿入することから、磁界による影響を無くすことができる。棒状試料を電界に平
行に配置した場合には、 
21 EE =  
で試料内部の電界が与えられる。 
試料の複素誘電率及び複素透磁率は、方形や円筒形の共振器やその共振モードに
対して次式が導かれる
92)
。 
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ここで、 
f0N ：無負荷時の共振周波数 
f0L ：負荷時の共振周波数 
αε,αµ ：モード、試料形状で決まる定数 
Qu0 ：無負荷時の Q 値 
QuL ：負荷時の Q 値 
これらの式において、αε,αµはモードや試料形状で理論的に決定される定数であ
り、各種形状の試料に対するαεとαµが計算されている。ここで取り扱いが簡単で、
高精度の測定が可能である棒状試料に対するαεとαµを表1にまとめて示す。また、
円筒空洞共振器における TM010、TE011の様子を図 9 に示す。 
 摂動法を用いた誘電体の誘電特性は(19)式、及び(20)式の第一近似摂動公式から
複素誘電率の実数εr
’
、及び虚数のεr
’’
を算出し、これらから以下のように決定する。 
 ・εr = εr
’ 
・
"
'
tan
r
r
ε
εδ =  
 この評価方法において誘電特性の精度に影響を及ぼす項目、およびその対策方法
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図 8 試料挿入前後の共振器電力の変化 
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について記す
108)
。 
例として 1GHz 空洞共振器による摂動を取り上げる。1GHz に対する測定系の測
定精度は、共振周波数変移±50Hz（0.2ppm）、1/Qu 変位 2×10-8 である。この実績
値を摂動公式に代入して、εr
’
とεr
’ ’
の測定精度を算出する。 
1) 誘電体試料の直径とεr’との関係 
共振周波数シフトの分散値 0.2ppm が 1％に相当する共振周波数変移は 
5
6
102
01.0
102.0
−
−
×=
×
=
−
C
CS
f
ff
 
となる。摂動公式に上式と VC=2.45×106、αε=1.855 を代入すると、 
( ) 4.26102
855.1
1045.21' 5
6
=××
×
=−
−
Sr Vε  
となり、摂動法の適用限界を共振周波数の 0.5％変位として、摂動公式に代入
すると 
 
 
( ) 6615005.0
855.1
1045.21'
6
=×
×
=−
−
Sr Vε  
が得られる。この結果、摂動法によりεr
’
が誤差 1％以下で測定できる範囲は以
下のように与えられる。 
( ) 66151'4.26 ≤−≤ Sr Vε  
試料
電界
磁界
 
図 9 TM010、TE011モードの電磁界分布 
表 1 TM010、TE011モードの電磁界分布 
共振モード
円筒TM010 1.855
αε αµ
方形TE10n 2 （nλ/2L）2
円筒TE011 1+（0.82a/L）2
3.094
 
L：共振器の長さ、a：円筒の半径 
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試料が一辺 1mm の棒状試料であれば、試料容積は 50mm3 であるから、上式は
次のようになり、 
( ) 3.1321'53.0 ≤−≤ rε  
ほとんどの常誘電体が摂動法により、誤差 1％以下の精度でεr’を評価できる。 
2) 誘電体試料の直径と tanδ(=εr’/εr’ ’)との関係 
誘電正接の精度は Q 値のデータ分散が大きいためにεr’ほど向上しない。上記の
計算に用いた一辺 1mm の棒状試料をεr’=10 と Q=1000 の材料で構成すると、1/Q
の変位は以下のように与えられる。 




−××=



−×==== −
uNuLuNuLS
Cr
r QQQQV
V
Q
111032.111
2
01.0
1000
10'
"
4
εα
ε
ε  
7
4 1055.71032.1
01.011
−×=
×
=



−
uNuL QQ
 
この結果を 1/Q のデータ分散と比較すると 
026.0
1055.7
102
7
8
=
×
×
−
−
 
となり、誘電正接の誤差は 2.6％程度になると算出できる。一般的な基板材料の
Q 値は 2000 程度であり、試料の一辺を 1.4mm にすればこのような基板材料でも
2.6％以下の誤差で誘電正接を評価できる。 
3) 誘電体試料の容積測定精度の影響 
摂動法の測定精度は、f0L,f0N、3dB 帯域幅Δf、共振器の体積 V および試料の体
積ΔV のうち有効桁数が最少のものによって決まる。f0,f0N,Δf は、ネットワーク
アナライザの測定精度に依存し有効数字は 7 桁である。 これに対し、ΔV では
マイクロメータの測定精度から 4 桁程度なので、摂動法で得られるεr、tanδも有
効数字 4 桁程度になる。 
1.5.3  共振器法 
 共振器方法は、フィルタ用の TM010 モード誘電共振器を用いて誘電特性を評価す
る方法である。 
図 10 に示す TMnm0 モード誘電体共振器の特性方程式は、次式で与えられる 109)。 
[ ][ ] 222222221 11),()(),()( 


−=−−
vu
hnSvSkuFkSvRuF nnnn    (23) 
ここで、 
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hkDu −= 、 2222
hkDv −=      (27) 
rk ελ
pi
0
1
2
= 、
0
2
2
λ
pi
=k 、
L
lh pi=  ； l＝0,1,2…   (28) 
更に、 
D
dS =  ： 直径比 
0λ  ： 共振波長 
)(xJ n  ： 第 1 種ベッセル関数（添付されるプライム符号は変数 x に関する微分
を示す。） 
)(xNn  ： 第 2 種ベッセル関数（添付されるプライム符号は変数 x に関する微分
を示す。） 
 
式(1)にて n=0 又は l=0 とした場合の TM0ml又は TMnm0 モードに対する方程式を
次式で示す。 
0),()( =− SvSuF nnrε        (29) 
ここで、TM モードの添字 nml はそれぞれ、周方向、半径方向、軸方向の電界ま
d
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ℓ
電界 磁界
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ℓℓ
 
図 10 ΤΜ010モード誘電体共振器の構造と電磁界分布 
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たは磁界の変化の数を示す。 
 また、一般に l=0 の場合、式(27)は 
0λ
εpi rD
u = 、
r
u
v
ε
=        (30) 
となるから、TMnm0 モードの固有値 nm0 は、εr 及び S の関数として式(29)より求め
られる。ここでは、TM010 モードに対する計算結果を図 11 に示す。 
一方、誘電正接 tanδ及び導体の表皮抵抗
σ
ωµ
2
=Rs が十分小さくて電磁界分布へ
の影響が無視できる場合 TM0m0 モードの Quは次式で与えられる 45)。 
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図 11 ΤΜ010モードの固有値 u の計算結果 
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また、 
Qc  ： 導体の損失による Q 
Qlat ： 側壁（Lateral wall）の損失による Q 
Qend ： 端版（End wall）の損失による Q 
Qd ： 誘電体円柱の損失による Q 
σ ： 導体の導電率 
δc ： 導体の表皮深さ 
u ： TM0m0 モードの固有値 
TM010 モード誘電体共振器を用いた評価法においては、図 11 に示すチャートを
利用し、キャビティと誘電体共振子の直径、及び誘電体共振器の実測した共振周波
数から、誘電体共振子のεr を決定でき、また、(31)～(35)式を利用し、キャビティ
と誘電体共振子の直径、及び誘電体共振器の実測した Qu 値から誘電体共振子の
tanδを決定できる。 
 
この評価方法において誘電特性の精度に影響を及ぼす項目、およびその対策方法
について記す。TM010 モード誘電体共振器の測定精度を低下させる 2 つの原因が
Krupka99)により報告されている。 
 
1 つは誘電体試料とキャビティとの接触界面に生じる空隙である。この界面の方
向と TM010 モードの電気ダイポールの向きは垂直の関係になることから、僅かな空
隙においても電磁界エネルギーが集中する。これにより共振周波数のシフトが生じ、
εr の測定精度を低下させている。 
 
もう 1 つは、TM010 モード誘電体共振器ではキャビティ内壁面と誘電体試料との
接触インピーダンスにより Qu 値は低下し、このインピーダンスはキャビティと誘
電体試料を接触させる度に変化するため、Qu 値の再現性つまり tanδの測定精度を
低下させている。 
 
このように、εr 及び tanδの測定精度の低下を抑制するには、誘電体試料とキャビ
ティとの確実な接触が求められ、これを実現する方法として誘電体試料の両底部へ
電極を形成することが Krupka99)により示された。この結果、TM010 モード誘電体共
振器法は、εr の測定誤差は 0.5%～2.0%以内、tanδについては 5×10-5 オーダーの測
定が可能である。 
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1.6 本研究の目的 
本研究はワイヤレスブロードバンド環境を実現するため、700MHz～900MHz 帯
域の基地局の早急かつ経済的な整備を可能にする基地局フィルタ用 TM010 モード
誘電体共振器に関する技術の開発が目的である。 
 
基地局の整備に求められる軽量かつ高いコストパフォーマンスを持つ TM010
モード誘電体共振器を実現するには 2 つの技術の開発が挙げられる。 
 
1 つは、εr=50～70 かつ基地局用フィルタの誘電体共振器を成すために十分な Q・
f 値を持つ誘電体材料が未開発である領域の共振器を実現する TM010 モードを用い
た代替共振器の開発である。 
 
もう 1 つは誘電体共振子形状のままで誘電特性を正確かつ簡便に評価する方法
の確立である。フィルタ用共振器の共振特性を決定する因子は主に使用する誘電体
の誘電特性となるが、その影響は共振モードにより異なったものとなる。そのため、
誘電体の開発及びフィルタの設計を迅速に行うためには使用モード特有の共振子
形状での誘電体のεr と Q・f 値を正確かつ簡便に評価することが重要になる。また、
この簡易評価法を生産時の特性検査に適用すれば、測定コストの低減を図ることも
できる。 
 
本研究ではこれらの目的を達成するため、前者については現在使用されている誘
電体の中からεr の異なる誘電体を 2 つ選択し、これらを機械的に組み合わせた構造
を持つ複合誘電体共振子を提案し、後者については TM モードで用いる誘電体共振
器形状での簡易測定を可能にする平行導体板型誘電体共振器法とカットオフ導波
管型誘電体共振器法を提案した。それぞれの内容について次に示す。 
1.6.1 TM モード誘電体共振器用の複合誘電体共振子 
TM010 モード誘電体共振器の電磁界分布は、共振器を構成する誘電体共振子のεr
により決まり、Q・f 値は電磁界分布から決定される。このことは共振器中の誘電
体共振子のεr を電界分布に応じて変えることで、すなわち誘電体共振子内にてεr に
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分布を持たせることで、誘電体共振器の共振周波数及び Qu 値の設計の可能性を示
している。従って、誘電体共振子をεr の異なる誘電体を組み合わせた複合構造とす
ることで、共振器中の電磁界分布の制御による誘電体共振器の f0 及び Qu 値、言い
換えれば誘電体共振子の実効的なεr と Q・f 値が設計できるといえる。  
 
ここで、誘電体共振子の電磁界分布に着目した共振器の設計としては、Iwashita
ら
110)
や Srivastava ら 111)により単一の誘電体材料からなる誘電体共振器自体を分割
あるいは形状が変更された構造、Chaudhary ら 112),113)、Wakino ら 114)や Weily ら 115)
よりεr の異なる誘電体材料が直列に組み合わせられた構造が報告されている。これ
らは本研究と同様にεr の異なる誘電体を組み合わせた構造であるものの、目的は
フィルタのスプリアス特性の改善であり、f0 つまりεr の制御については言及してい
ない。また、使用される共振モードは、主に TE 或いは TEM モードである。 
 
本研究では、TM010 モード誘電体共振器において電界強度が強い誘電体共振子の
中心に円柱形状の高εr 誘電体素子、この外周に円筒形状の高 Q・f 値（低εr）誘電体
素子を設置した構造の複合誘電体共振子を提案し、この構造を用いて複合誘電体共
振器中の電磁界分布を制御する方法を確立する。これにより、既存の誘電体（高εr
低 Q・f 値材、低εr 高 Q・f 値材）を組み合わせることで、実効的に両者の中間的な
εr、及び高い Qu 値を実現することを目的に研究を進める。 
1.6.2  TM モード用誘電体試料の評価方法 
誘電体の誘電特性の測定には、誘電体とキャビティからなる誘電体共振器を利用
する方法が用いられ、共振器内の電磁界分布によって決まる f0 及び Qu 値から、誘
電体のεr と tanδは解析的に算出される。正確な誘電特性を得るためには、共振器内
に確実に電磁界分布を閉じ込めることが求められ、一般的な共振器はキャビティに
より隙間無く遮蔽されている。しかし、このようなキャビティでは誘電体試料を容
易に取替えることは困難である。これに対し、誘電体の取替えを容易にするためキャ
ビティの一部を開放した構造にすると、開放部からの電磁界の放射による f0 のシフ
ト、および Qu 値の劣化による測定精度の低下が懸念される。 
 
ここで、電磁界の放射は共振器の共振モード、及び共振器の構造に依存している。
すなわち測定に用いる誘電体共振器の一部が開放されていても、放射の抑制を目的
に共振器内をカットオフ状態にするように共振器を設計すれば、簡便かつ正確に誘
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電特性の評価が可能になるといえる。 
 
本研究では、TM モード共振子形状の誘電体を簡便かつ正確に評価可能な方法と
して 2 つの誘電体共振器法を提案する。 
 
1 つは平行に置かれた 2 枚の導体板間の中空に誘電体を導体板に非接触で設置し
た構造の TM01δモード誘電体共振器法である。この共振器は平行導体板を用いるた
めに開放部が大きく、試料の取替えが容易になることから、生産ラインにおける簡
易評価法として期待できる。この共振器において電磁界の放射を抑制するためには
次のような項目が挙げられる。 
1) 共振器内の電磁界分布が電磁界の放射へ及ぼす影響の解明。 
2) カットオフ状態を維持する導体板間の距離と共振波長との関係の解明。 
3) 平行導体板の平行度が高次モードの励振による電磁界の放射へ及ぼす影響の
解明。 
4) カットオフ状態に与える影響を最小にする励振方法の確立。 
 
もう 1 つは、円筒形状キャビティの長手方向の両端を開放した構造（円筒導波管）
の中央に誘電体を円筒導波管に非接触で設置した構造の TM01δモード誘電体共振
器法である。この共振器は、軸対称の構造を持つことから精度の高い解析が可能で
あり、誘電体材料の開発における高精度評価法として期待できる。この共振器にお
いて電磁界の放射を抑制するためには次のような項目が挙げられる。 
1) 誘電体試料の寸法が電磁界の放射へ及ぼす影響の解明。 
2) カットオフ状態に与える影響を最小にする励振方法の確立。 
 
両方法において挙げた課題の解決により、TM モード誘電体共振子形状での試料
を簡便かつ正確に評価する方法の確立を目的として研究を進める。 
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1.7 本研究の概要 
 本研究は快適な大容量通信を実現するインフラの迅速な整備に貢献することを
前提とし下に記す 2 つの技術の確立を目的として行われるものである。 
1) 高いコストパフォーマンスを持つ基地局フィルタ用誘電体共振器が実現可能
な、現状では、誘電体材料が未開発である領域の特性を満たす代替共振器を
実現する技術。 
2) 基地局フィルタ用誘電体共振器の設計、及び誘電体材料の開発に必要である
誘電特性を誘電体共振器に使用される形状の誘電体試料のままで正確かつ簡
便に測定する技術。更に、この技術の確立により、生産ラインでの特性検査
における測定コストの低減も期待できる。 
以上のような背景から行われた本研究について、各章ごとに概要を説明する。 
 
 本章では、初めに基地局用フィルタに使用される誘電体共振器の構造、及びこれ
に用いられる誘電体材料の現状について述べる。次に代表的な単一モード及び多重
モード誘電体共振器について列挙し、それぞれの誘電体共振器の特徴について述べ
る。最後に誘電体共振器に用いられる誘電体試料の評価方法を列挙し、それぞれの
方法の特徴及び高精度に測定する条件を示す。 
 
第 2 章では、基地局フィルタの要求特性を満たす誘電体材料が未開発領域の特性
を持つ共振器の実現を目的とした複合誘電体共振器について述べる。複合誘電体共
振子は円柱形状の高εr 誘電体素子の外周に円筒形状の高 Q・f 値（低εr）誘電体素子
を設置した構造であり、誘電体共振子を構成する円柱及び円筒形状の誘電体素子の
それぞれのεr および外径比により複合誘電体共振器中の電磁界分布を決定できる
ことを明らかにする。これにより、既存の誘電体（高εr 低 Q・f 値材、低εr高 Q・f
値材）を組み合わせることで、実効的に両者の中間的なεr、つまり未開発領域の特
性を持つ共振器が実現できることを示す。 
 
 第 3 章では、誘電体共振子形状の誘電体試料の簡便な評価を目的とした測定法に
ついて述べる。この測定法では平行に置かれた 2 枚の導体板間の中空に誘電体を導
体板に非接触で設置する構造の誘電体共振器を用いる。この共振器では平行導体板
の側面からの電磁界エネルギーの放射が懸念されるが、平行導体板を高い平行度に
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維持し、かつ導体板間隔にカットオフを考慮することで導体板端部での電磁界を急
峻に減衰させ、導体板端部からの電磁界エネルギーの放射を抑制できることを述べ
る。また、解析精度の向上を目的に共振器内の電磁界分布を導体板間に誘電体のみ
が存在する理想的な状態に近づけるためには、誘電体を設置する台の位置および形
状、また励振・検波に用いるアンテナ位置が重要であることを明らかとする。この
結果から、本法は簡易かつ精度の高い測定が可能であることを示す。 
 
第 4 章では、誘電体共振子形状の誘電体試料の誘電特性を高精度に評価すること
を目的とした測定法について述べる。この測定にはキャビティ（円筒導波管）の長
手方向の両端を開放した構造の中央に誘電体を円筒導波管に非接触で設置した構
造の誘電体共振器を用いる。簡易測定のため両端を開放しても電磁界エネルギーを
円筒導波管内に閉じ込める方法として、1 つはカットオフ周波数を考慮して円筒導
波管の直径に上限を設けること、2 つめは電磁界エネルギーの伝搬を抑制するため
円筒導波管が同軸線路として機能しないようにアンテナを円筒導波管に接地させ
ること、3 つめは電磁界エネルギーが円筒導波管内のカットオフ領域で確実に減衰
するように誘電体試料の長さを制限することが有効であることを明らかとする。こ
の結果から、本法は高精度かつ簡易測定が可能であることを示す。 
 
第 5 章では本研究の総括を述べる。
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第2章 複合誘電体共振器を用いた TM010
モード誘電体共振器の研究 
2.1 はじめに 
 本章では、優れた共振特性かつコストパフォーマンスを持つ TM010 モード誘電
体共振器をベースとし、材料が未だ開発されていない領域の特性を満たす共振器
として機能する代替共振器について検討する。 
 初めに、共振器内の電磁界分布を利用することに着目し、共振器内の電磁界分
布の設計が可能な、誘電率の異なる誘電体材料を選択、機械的に組み合わせた複
合誘電体共振子から構成される複合誘電体共振器の構造と原理について示す。 
 次に、既存の誘電体（高誘電率低 Q・f 値材、低誘電率高 Q・f 値材）を組み合
わせた複合誘電体共振子の構造により共振器中の電磁界分布を設計、つまり複合
誘電体共振器の共振特性（f0,Qu 値）を設計できることを示す。 
 最後に、複合誘電体共振器を試作して複合誘電体共振子の誘電特性を測定する。
この測定結果より、複合誘電体共振器は未開発領域の誘電特性を満たす TM010
モード誘電体共振器として機能することを示す。 
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2.2 原理 
2.2.1  TM010 モード複合誘電体共振器の構造 
図 1 に TM010 モード複合誘電体共振器の構造を示す。この構造は、図 2 に示さ
れる TM010 モード誘電体共振器の共振電界分布を考慮して決定した。電界強度の
強い芯部には、高εr 化による波長の短縮効果を大きくするため、円柱形状の高εr
誘電体素子（DR_I）を設置する。これにより生じる f0 の低周波側へのシフトおよ
び Qu 値の低下を回避する目的で、高εr 誘電体素子の外周部には、高 Q・f 値を持
つ中空円筒形状の低εr 誘電体素子（DR_O）を配置した。このような誘電体共振子
の構造により、複合誘電体共振器内の共振電磁界分布は、図 1(b)に示す単一誘電
体共振器のそれと比較し、電磁界強度は芯部で強く、キャビティ内壁面の近傍で
は弱くなる。 
一方、TM010 モード誘電体共振器の f0 は、誘電体共振器内の電磁界分布が誘電
体共振子の径方向にのみ変化し、長手方向に変化しないため、誘電体共振子の直
径とキャビティの内径比、および誘電体共振子を構成する誘電体材料のεr により
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図 1 TM010モード誘電体共振器の構造 
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決定される
1)
。 
すなわち単一誘電体共振器の f0 は、誘電体共振子に使用する誘電体材料により
εr が固定されると、誘電体共振子の直径とキャビティ内径との比のみで決まる。 
これに対し、複合誘電体共振子は異なるεr を持つ 2 つの誘電体素子により構成
されるため、共振子の複合的なεr を調節できる。よって、複合誘電体共振器の f0
は、複合誘電体共振子の直径とキャビティの内径との比、さらに複合誘電体共振
子を構成する芯部の円柱素子の直径と中空円筒素子の外径比により定まる複合的
なεr で決まる。このように、複合誘電体共振器では、f0 を決定するパラメータが
単一誘電体共振器よりも多く、f0 設計の自由度は高い。 
TM010 モード誘電体共振器の Qu 値は、次式で与えられる 1)、 
QcQdQu
111
+=
        (1)
 
ただし、Qd は誘電体共振子の誘電体損による Q 値、Qc はキャビティ内壁での
導体損による Q 値である。単一誘電体共振器では、Qd は誘電体素子の誘電特性
により固定されるため、f0 およびキャビティ寸法が決まると Qu 値も決定される。 
一方、複合誘電体共振器では(1)式の Qd は以下の式になる。 
OI QdQdQd __
111
+=
       
(2) 
E H
Dielectric ResonatorCavity
ℓ
d
ℓ
 
図 2 TM010モード誘電体試料の構造 
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ただし、Qd
__Iは DR_I の誘電体損による Q 値、Qd_Oは DR_O の誘電体損によ
る Q 値である。 
このように、複合誘電体共振器では、複合誘電体共振子を構成する DR_I と
DR_O の Q・f 値により、Qd 値を調節できるため、TM010 モード誘電体共振器で
は Qu 値の設計が期待できる。 
また、先に述べたように複合誘電体共振器では、単一誘電体共振器と比較し、
キャビティ内壁面での電磁界が弱くなるため、(1)式の Qc 値が大きくなり、複合
誘電体共振器では高 Qu 値化が期待できる。 
2.2.2  共振器構造と f0,Qu 値の計算 
図 3 に解析に用いた TM010 モードの構造及び円柱座標系 r、θ、z を示す。この
構造の各領域の界表示式を以下に示す。 
)()(
)()(
)(
30303
20202
101
rkEYrkDJE
rkCYrkBJE
rkAJE
rrZ
rrZ
rZ
+=
+=
=
      (3) 
( )
( )
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∂
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∂
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∂
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ただし、 
1 1 2 2 3,    ,    r r r r rk k k
vc vc vc
ω ω ω
ε ε= = =       (5) 
vc は真空中の光速、ω は共振角周波数、εr1 は I 領域のεr、εr2 は II 領域のεr、J0 は
第一種ベッセル関数、Y0 は第 2 種ベッセル関数、A~E は展開係数である。 
 これらの界成分表示式に、境界条件を適用すると、 
1 2       z zE E at r a= =  より， 
 0 1 0 2 0 2( )  ( )  ( ) 0r r rJ k a B J k a C Y k a− − =     (6) 
 
0 1 0 2
0 2
( )  ( )
( )
r r
r
J k a C Y k a
B
J k a
−
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1 2       H H at r aθ θ= =  より， 
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図 3 解析に用いる共振器構造 
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(8)，(13)より， 
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(18) 
係数列ベクトルに関する次の同次方程式を得る。 
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(19) 
 TM010 モードの f0 は、(6)式の係数行列 H の行列式が零となる条件、 
det 0=H
        (20) 
から求める。 
 また、(7)式を満足するωを用いて、(5)、(18)、(16)、(15)、(12)より順次展開係
数を決定すると、共振電磁界が定まる。 
 一方、得られた共振電磁界を用いて共振器の無負荷 Q(Qu)値の計算には次式を
用いる。 
u
d c
WQ
P P
ω=
+
       
(21)
 
 ここで、W は単位時間当たりに蓄積される電界エネルギー、Pd は誘電体損、
Pc は導体損で、それぞれ以下の式で与えられる。 
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(24) 
 ここで、V は共振器内全体の体積、S は空洞内壁表面を示す。また、Rs は表面
抵抗であり、 
0
0
2 σσ
ωµ
r
Rs =
        (25) 
で与えられる。µ0 は真空中の透磁率、σ0 は万国標準軟銅の導電率 58×106 s/m、σr
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は比導電率である。 
2.2.3  複合誘電体共振子の実効誘電率（εr_eff）及び実効誘電
損失（tanδ
_eff ） 
TM010 モード複合誘電体共振器の設計には、複合誘電体共振子のεr および Q・f
値が必要である。 
本研究では、εr の異なる 2 種類の誘電体から成る複合誘電体共振子を、1 つの
誘電体とみなした場合のεr および Q・f 値を、複合誘電体共振子の実効誘電率（εr_eff）
および実効 Q・f（Q・f
_eff）値と表記する。  
ここで、TM010 モード誘電体共振器の f0 に着目すると、2.2.1 で述べたように f0
は、εr 、およびキャビティと誘電体共振子の直径比により決まるため、複合誘電
体共振器（εr_eff、Q・f_eff 値）と単一誘電体共振器（εr、Q・f 値）を比較した場合、
キャビティ直径かつ誘電体共振子の直径がそれぞれ同じであれば、これらの共振
器の f0 が同一のとき、εr_eff を εr とみなすことができる。 
また同様に、複合誘電体共振器と単一誘電共振器の f0,、εr（=εr_eff）、キャビティ
直径、誘電体共振子の直径が同じで、かつ Qu 値が同一であれば、Q・f
_eff 値を Q・
f
_
値として扱うことができる 
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2.3 TM010 モード複合誘電体共振子の設計 
本研究の目的は、700MHz~900MHz 帯域において、εr=50～70 かつ高 Q・f 値が
要求される誘電体共振器を、複合誘電体共振子にて実現することである。 
複合誘電体共振器のキャビティ寸法を、直径 CD=40.0 mm、高さ H=40.0 mm と
し、複合誘電体共振子の構成に用いた誘電体素子の誘電特性を表 1 に示す。 
2.3.1  誘電体共振素子のεr と f0 との関係  
キャビティと複合誘電体共振器の直径比および複合誘電体共振子と高εr 誘電体
素子の直径比に対する f0、並びに複合誘電体共振子を構成する誘電体素子の誘電
特性に対する f0 の関係について検討した。 
表 1 に示す誘電体素子から Er25-Er45、Er45-Er75、Er75-Er90 の組み合わせを選
択し、高εr 誘電体素子の ID と高 Q・f 値誘電体素子の OD との比およびキャビティ
の CD と複合誘電体共振子の OD(=高 Q・f 値誘電体素子の直径)との比に対する f0
のチャートを作成した。 
図 4 は ID/OD の値を 0.3、0.5、0.7 とした場合の CD/λを示し、太い実線は、複
合誘電体共振子の構成に用いた誘電体素子を単一誘電体共振器とした時の CD/λ
を示す。CD/λは CD を共振波長λ(=c/f0、c：光の速度)で規格化した値である。 
TM010モード誘電体共振器の f0は、2.2.1で述べた様に εr__effおよびOD/CDによっ
て決まるため、図中の線は εr__eff も表すことができ、この値を図の上軸に示す。  
また、図の右側には、誘電体素子の組み合わせにより調節可能な CD/λの範囲を
示している。 
複合誘電体共振器および複合誘電体共振子のCD/λはCD/OD及び ID/ODにより
表 1 誘電体共振子の誘電特性 
Sample
Er90
Er75
Er45
Er25
εr
90.0
75.0
45.0
25.0
Q・f (GHz)
5000
15000
45000
150000
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決定される。また図 4 から、700MHz~900MHz 帯域（網掛け部）において、目標
のεr_eff=50～70 を満たす複合誘電体共振子は、Er45-Er73 の組み合わせで、最も
OD/CD 比が自由度を持つことがわかる 
2.3.2  f0、Qu 値のチャート 
f0=800 MHz にて、εr=50～70 の複合誘電体共振子を設計することを目的とし、
以下 Er75 と Er45 を組み合わせた複合誘電体共振子について検討する。 
図 5 に、複合誘電体共振器の f0 に関するチャートとして ID/OD の値を 0.0～1.0
とした場合の CD/λを示す。ID/OD=0.0 の太い実線は Er45 のみを用いた単一誘電
体共振子の CD/λを、ID/OD=1.0 は Er75 を用いた場合である。 
図 6 に、複合誘電体共振器の Qu 値に関するチャートとして ID/OD の値を 0.1
～0.9 とした場合の OD/CD に対する Qu/（Q・f
_eff）を示す。Qu/（Q・f_eff）は Qu
値を Q・f
_eff 値で規格化した値である。Qu/(Q・f_eff)が 1 に近づくと、Qu 値に対す
る導体損の影響が極めて小さくなり、Qu 値は誘電体の Q 値のみで表されること
が示唆される。 
 
2.3.3  f0、Qu 値の設計 
複合誘電体共振器子では、図 5、図 6 中に示す点線と各線の交点が f0=800MHz
共振器が成立する条件を示しており、この中から最適な複合誘電体共振器の寸法
0 0.2 0.4 0.6 0.8 180
110
140
170
OD/CD
CD
/
2545
75
=90
0.3
0.5
0.7
ID/OD
εr- eff
Er45- Er25
Er75- Er45
Er90- Er75
λ
 
図 4  OD/CD に対する CD/λのチャート 
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を決定する。 
図 7 は、複合誘電体共振器のキャビティ寸法を直径 CD=40.0 mm、高さ H=40.0 
mm とした時、図 6 から算出した各共振周波数における Qu 値を示す。 
目標の f0=800MHz（CD/λ=107）複合誘電体共振器は、OD/CD=0.57、ID/OD＝0.70
において Qu 値は最大になり、最適な複合誘電体共振子の寸法は、OD=22.80mm、
ID=15.96mm と求められる。 
一方、図には、Er45 のみを用いて作製した単一誘電体共振器の Qu 値（■）お
0.4 0.6 0.80.10
0.20
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0.8
0.7
0.6
0.5
0.4
0.3
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・
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0.9
 
図 6 OD/CD に対する Qu/(Q・f
_eff)のチャート（Er75-Er45） 
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図 5 OD/CD に対する CD/λのチャート（Er75-Er45） 
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よび Er73 のみを用いて作製した単一誘電体共振器の Qu 値（◎）を合わせて示し
た。複合誘電体共振器の Qu 値は、同等の f0 を持つ単一誘電体共振器の Qu 値よ
りも高い結果が得られている。f0=800MHz では、Er73 の単一誘電体共振器の Qu
値よりも約 5％高い。 
2.3.4  誘電体共振器の Qu 値  
単一誘電体共振子から成る TM010 モード誘電体共振器の VDR/VCAV に対する Qu
値、Qc 値、Qd 値の関係を図 8 に示す。各 Q 値は HFSS を用いて算出した。この
時、誘電体共振器の共振周波数が 1.07GHz となるように誘電体共振子のεrを決定
し、前述した 1.3 の図 1 に示すεr と Q・f 値の関係より、このεr に対応する Q・f
値を推定した。図中の◎は 2.3.1 の表 1 に記載の誘電体共振子から成る誘電体共振
器の Qu 値、Qc 値、Qd 値を示す。 
図 8 から VDR/VCAV=0.15～0.20 の領域において Qu 値は最大を取ることがわかる。
ここで、Qu 値が最大になる条件は、(1)式より Qc 値と Qd 値のそれぞれの逆数の
和が最小になることである。このように、誘電体共振器において Qc 値と Qd 値の
設計、言い換えれば共振器を構成する誘電体共振子のεr と Q・f 値を任意に選択す
れば、誘電体共振器の Qu 値を最大にする設計が可能である 2)。 
ここで、複合誘電体共振器では図 5、6 に示すように VDR / VCAV.および k の値によ
り複合誘電体共振子のεr_eff と Q・f_eff 値を任意に調節できる。つまりこれは複合誘
電体共振器では Qd 値と Qc 値を任意に設計できることを示している。この結果、
0.4 0.6 0.84000
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5500
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OD/CD
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ID/OD
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0.2
0.5
0.3
0.4
0.6
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図 7 OD/CD に対する Qu のチャート（Er75-Er45） 
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複合誘電体共振器を用いれば、図 7 に示す Qu 値が最大を取る設計が可能となる。 
 
2.3.5  複合誘電体共振器の設計方法 
目標の f0’、εr’、キャビティ寸法が与えられた時の複合誘電体共振器の設計方法
について以下に示す。 
1)2.3.2 の図 5 に示す CD/λのチャートから、f0’かつεr’を満たす誘電体素子のεr を決
定する。 
2) 1)で決定したεr を用いて OD/CD および ID/OC に対する CD/λと Qu・λ/CD の
チャートを作成する。 
3) 2)で作成した CD/λのチャートから、f0’を満たす OD/CD および ID/CD の値を選
出する。これらの値に対応する Qu/（Q・f
_eff）を用いて、図 7 に相当する Qu
のチャートを作成する。 
4) 3)で作成したチャートから最もQu値が高くなるOD/CDおよび ID/CDの値を決
定する。 
0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.04000
6000
8000
10000
20000
40000
60000
80000
100000
200000
400000
VDR/VCAV.
Q
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Cavity     =40 (mm) H=40(mm)φ
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Dielectric materials(Table.1)
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Er73
 
図 8  Qu,Qc,Qd と VDR/VCAV.の関係 
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2.4  TM010 モード複合誘電体共振子の試作 
2.4.1  測定試料と測定装置 
複合誘電体共振子を用いることで f0 および Qu 値、つまりεr および Q・f 値を決
定できることを確認した。この結果を受け、複合誘電体共振子を試作した。DR_I
には εr=78. 3 Q・f=7000 GHz の誘電体、DR_O には εr=44.7 Q・f=30000 GHz の
誘電体を用いた。作製した誘電体素子の寸法を表 2 に示し、誘電体素子を図 9、
測定装置を図 10 に示す。 
TM010 モードではキャビティと誘電体共振子が接する界面に隙間が生じると、
そこに電磁界が集中し f0がシフトする 3),4)。このような f0のシフトを避けるため、
図 10 に示すように芯部の素子(DR_I)の長さを外周部の素子(DR_O)の長さよりも
DR_O
DR_I
 
図 9 複合誘電体共振子を構成する誘電体素子の写真            
表 2 複合誘電体共振子の寸法. 
35.30
33.42
26.88
21.97
DR_I
5.01
9.41
13.18
DR_O
4.91
9.31
13.08
17.66
OD (mm) ID (mm) ID (mm)
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長くし、DR_I が DR_O の両底面よりも突き出た構造の複合誘電体共振子とし、
この共振子の両底面に電極を形成した。キャビティ両底面には凹部を形成し、複
合誘電体共振子を固定できるようにした。 
TM010 モードの励振検波は複合誘電体共振子の径方向より、同軸ケーブルの先
端にループを作製したアンテナにより行った。 
2.4.2  f0、Qu の測定方法 
TM010 モード誘電体共振器の f0、Qu 値はネットワークアナライザ（8510C アジ
レント社）を用いた周波数掃引法により測定した。なお，Qu 値は次式で与えられ
る
5)
。 
20
..
101
LI
LQQu
−
−
=
       (26) 
 
ここで、I.L.は挿入損失(dB)、QLは負荷 Q であり、次式で与えられる。 
lh
L ff
fQ
−
=
0
       (27)
 
ただし、fh, flはそれぞれ 3 dB 帯域幅の高い側の周波数、および低い側の周波数
とする。 
Electrode
CompositeDielectrics
Resonator
Conducting plate
Electrde
DR_I DR_O
Conductin plate
Loop antenna
 
図 10 複合誘電体共振子を装荷したキャビティの構造 
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2.4.3  測定結果 
図 11 に OD/CD と試作した複合誘電体共振子の Qu 値と f0 の実測値を解析値と
比較した結果を示す。実測値と解析値を比較すると Qu 値、f0 ともよく一致して
いる。試作した複合誘電体共振器の Qu 値は、実測においても誘電体素子を誘電
体共振子とした場合の Qu 値よりも高くなる。  
図 12 は、図 11 に示されている複合誘電体共振子の εr_eff と Q・f_eff 値（●）お
よび表 1 に示す誘電体素子の Q・f 値（◎）との関係を示す。図 12 の●は、先に
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図 12  Q・f 
_effとεr_effとの関係 
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図 11 f0および Qu と OD/CD.との関係 
 57
述べた 1.3 の図 1 に示す高 Q 値材かつεr＝50～70 が要求される領域の誘電特性を
満たす。 
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2.5  HFSSを用いたTM010モード複合誘電体共振子の
解析 
2.5.1  誘電体が接する界面に生じる隙間の検討 
複合誘電体共振子は円柱形状の高εr 誘電体素子(DR_I)を中空円筒形状の低εr 誘
電体素子(DR_O)へ挿入した構造であり、2 つの誘電体素子間に隙間が生じること
は避けられない。また、熱膨張差による素子破壊を避けるためにも、隙間は必要
な構造である。 
図 13 は、誘電体素子間の隙間の値に対する電磁界解析により得られた共振周波
数のシフト量Δf0（＝（1-f0/f0’）×100）およびΔQu（＝（1-Qu/Qu’）×100）と
の関係を示す。ここで、隙間の値は、DR_O の内径（ID）を変化させて 0～0.5mm
とし、また、均等な隙間が生じていると仮定した。 
図から、隙間の値とΔQu 値にほとんど影響されないが、Δf0 は隙間の値の増加
とともに大きくなることがわかる。 
誘電体素子間の距離が 0.1mm 以下であれば、フィルタ設計に要求される中心周
波数に対する周波数の誤差は 0.3％以内に収まる。また、図から Qu 値は誘電体素
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図 13 Δf0及びΔQu 値と空隙との関係 
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子間の距離に影響を受けないことがわかる。 
2.5.2  複合誘電体共振器のスプリアス特性 
フィルタに用いる誘電体共振器には、スプリアス特性の向上を目的に、使用す
る共振モードが最低次であること及び隣接する高次モードの共振周波数が使用す
る周波数よりも高周波側に離れていることが求められる。スプリアス特性の向上
を実現する方法の 1 つとして、複合誘電体共振子を用いた方法が報告されている
6)-10)
。本研究で用いる誘電体共振子も誘電特性の異なる 2 つの誘電体素子を組み
合わせた複合誘電体共振器であり、上述するように隣接する高次モードの共振周
波数が影響を受けると考えられる。 
図 14 は、複合誘電体共振子が VDR / VCAV.=0.295、ID/OD=0.5 の値を持つ TM010
モード複合誘電体共振器の周波数と透過特性（S21）の関係を示す。S21 は図 1(a) 
の構造を用いて HFSS により算出した。比較のために、この複合誘電体共振子と
同じ εr_eff=56.5 を持つ、単一誘電体共振器の周波数特性を用いた。図 14 に示すよ
うに、複合誘電体共振子が持つ最低次モードに隣接する高次モードの共振周波数
は、この共振器のεr_eff と同じεr の単一誘電体共振器が持つその共振周波数と比較
し 6％高い。また、複合誘電体共振器では最低次モードと隣接する高次モードと
の間に共振ピーク（1.5GHz 付近）が存在する。これは、複合誘電体共振子の固有
の共振モードでなく、今回解析に用いた構造に依存する共振モードである。 
 
0.5 1.0 1.5 2.0
−90
−60
−30
0
Frequency (GHz)
S 2
1 
(dB
)
Composite Dielectrics Resonator
Single Dielectric Resonator(  r−eff=56.5)ε
 
図 14 スプリアス特性 
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これらの結果から、複合誘電体共振器を用いた TM010 モード誘電体共振器では
スプリアス特性の改善も期待できる。 
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2.6  むすび 
本章では、誘電体材料が未開発領域の代替共振器として、誘電率の異なる誘電
体素子を機械的に組み合わせた複合誘電体共振子を用いる TM010 モード複合誘電
体共振器について検討した。 
 
複合誘電体共振子は円柱形状の高誘電率誘電体素子と、この外周部に円筒形状
の高 Q・f 値誘電体素子を配置した構造を持ち、これらの誘電体素子の外径比、
及びそれぞれの誘電率により複合誘電体共振器中の電磁界分布を制御でき、誘電
体材料は未開発領域の代替共振器として機能する。 
 
共振周波数：f0、及び無負荷 Q：Qu 値は共振器内の電磁界分布により設計でき、
Qu 値に関しては複合誘電体共振器とキャビティとの直径比に対し極大値を持ち、
複合誘電体共振子と同等な f0 を持つ単一誘電体共振子からなる共振器の Qu 値よ
りも高くできる。 
 
複合誘電体共振子の実効誘電率は、上限を共振子に用いた高誘電率誘電体素子
の誘電率の値、下限を高 Q・f 値誘電体素子の誘電率の値とする範囲で調節でき、
つまり、誘電体素子に既存の誘電体材料を選択すれば、これらが持つ誘電率の範
囲内において誘電特性を設計できる。 
 
複合誘電体共振子を構成する高誘電率誘電体素子と高 Q・f 値誘電体素子との
間に生じる空隙が Qu 値へ及ぼす影響は小さい。 
 
高次の TM020 モードでは高 Q・f 値誘電体素子（低誘電率を持つ）に電界が集中
し、TM010 モードの共振周波数は不変のまま、TM020 モードの共振周波数のみ高周
波側へシフトすることから、複合誘電体共振器は優れたスプリアス特性を有する。 
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第3章 平行導体板型TM01δモード誘電体共振
器法の研究 
3.1  まえがき 
 本章では TM モード共振器用の誘電体共振子形状の誘電体試料を簡便に評価す
る方法について検討する。 
 初めに、誘電体共振子形状の誘電体試料の取替えを容易にするためにキャビ
ティの一部を開放した共振器として平行導体板を用いた TM01δモード誘電体共振
器を提案し、この共振器の構造、及び測定原理について示す。 
 次に、Qu 値を劣化させる平行導体板外への電磁界エネルギーの放射を抑制する
には、平行導体板の端部での電磁界の急峻な減衰が必要であり、これには導体板
の平行度、間隔、及び寸法を制限することで平行導体板間の空間をカットオフ領
域とすることが有効であることを示す。 
 最後に、実際に誘電体共振子形状の誘電体試料を測定する。この時、導体板間
隔及び支持台形状の最適化により、誘電体共振器へ電磁界エネルギーを集中させ
ることが測定精度の向上に有効であることを示す。更に、本法は 1.5.3 で述べた共
振器法と比較して測定方法のバラツキを示す変動係数の値は低く、また、測定時
間を短縮できるため、TM モード誘電体共振子形状の誘電体試料の簡便な評価に
適用できることを示す。 
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3.2  平行導体板型 TM01δモード誘電体共振器の構造 
測定に用いた TM01δモード誘電体共振器の構成図を図 1(a)に示す。この共振器
は、平行導体板で挟まれた中空に、長い円柱形状の誘電体試料が支持台上に導体
板と平行に設置された構造を持つ。励振・検波は、先端に小さなループを構成し
た直径 2.2 mm の同軸線からなるアンテナにより、磁界結合で図 1(a)の x 軸方向よ
り行った。この共振器の TM01δモードの電磁界分布を図 1(b)に示す。 
 
3.2.1  測定原理 
図 1(a)の共振器の共振周波数 f0 は、誘電体試料の直径 D 及び長さ ℓと εr、導体
板の寸法と導体板間の間隔 h 及び支持台の寸法と支持台の比誘電率 εr_base から、
有限要素法による電磁界シミュレータ HFSS（High-Frequency Structure Simulator 
Release 12 ,Ansys 社製）を用いた電磁界解析により求められる。また、Qu 値も同
様に、誘電体試料の D、ℓ、εr、導体板の寸法及び導電率σr、導体板間の h、支持
台の寸法及び εr_base、tanδ_base から、電磁界解析により求めることができる 1)。こ
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図 1(a) 平行導体板を用いた TM01δモード誘電体共振器    図 1(b) 電磁界分布 
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れらより、本法における測定手順を以下に示す。 
・3.2.2 節に示す様に f0、Qu 値を測定。 
・測定に用いた誘電体試料の寸法と εr、tanδの予測値及び平行導体板のパラメー
タ等を用いて HFSS により f0、Qu 値を計算。 
 ・f0、Qu 値の実測値と HFSS 計算値が一致する様に、εr、tanδの予測値を調整し，
最終的に得られたものを εr、tanδの測定結果とする。 
なお，HFSS 解析においては以下の計算条件を用いた。 
解析領域は図 1(a)の構造の 1/4 カットモデルで z-y 平面に磁気及び z-x 平面に電
気壁を設定し、解析空間の境界には空間インピーダンス(120pi)を設定した。 
解析は固有値解析で行い、メッシュの生成はアダプティブオートメッシュを使
用し、メッシュを追加しながら、メッシュの追加前後の f0 の差が 0.01%以内に収
束するまで解析を繰り返し、f0 と Qu 値を算出した 
3.2.2  測定方法 
 図 1(a)に示す共振器の TM01δ モードの f0、Qu 値をネットワークアナライザ
（8510C アジレント社）を用いた周波数掃引法により測定する．なお，Qu 値は
次式で与えられる
2)
。 
20
.
101
LI
LQQu
−
−
=
       (1) 
ここで、I.L.は挿入損失［dB］、QLは負荷 Q であり、次式で与えられる。 
lh
L ff
fQ
−
=
0
       (2) 
ただし、fh, flはそれぞれ 3 dB 帯域幅の高い側の周波数、3 dB 帯域幅の低い側の
周波数とする。 
3.2.3  電磁界シミュレーションの精度検討 
電磁界シミュレーションによる εr、tanδの解析精度を検証した。図 2 に示す JIS 
R 1627 に基づいた実測から得られた誘電特性と、HFSS により JIS R 1627 におけ
る TE モードの電磁界分布を解析して求めた誘電特性を比較した結果を表 1 に示
す。 
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表より、JIS R 1627 及び HFSS より求めた εr の差Δεr は 0.05 ％となり、Δtanδ
については 4.55％となることから、HFSS と JIS R 1627 の結果は良く一致してい
る。 
 
 
表 1 εr、tanδの JIS R 1627 による測定値と HFSS による解析値の比較 
f0 (GHz) Qu εr tanδ(10-4) εr tanδ(10-4) εr tanδ
3.1206
±0.0001
2086
±12
79.39
±0.00
2.86
±0.03 79.43 2.98 0.05 4.55
JIS R 1627 HFSS
差異(%)
 
z
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図 2 JIS R 1627 に用いる誘電体共振器の構造 
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3.3  誤差要因の検討 
本法においては、その共振器構造から、平行導体板間からの電磁界エネルギー
の放射により Qu 値が低下し、その結果 Qu 値の低下分だけ tanδが高く見積もられ
ることが懸念される。本節では、電磁界エネルギーの放射を抑制し、導体板間に
充分に閉じ込めるために、平行導体板の寸法、平行度、間隔についてそれぞれ検
討し、更に、励振方法の Qu 値への影響についても検討する。 
本研究では tanδの誤差10%以下が目標であり、本節では、この目標を満たす必
要条件を明らかとする。 
3.3.1  共振器構造による誤差要因 
3.3.1.1  導体板の寸法による誤差 
測定に使用する導体板は有限な面積を持つため、平行導体板間での電磁界エネ
ルギーの閉じ込めが弱いと平行導体板側面から電磁界エネルギーが放射し、f0 の
シフト及び Qu 値の低下が生じる。それゆえ、誘電体試料の寸法に対する導体板
の寸法及び導体板間隔と放射量との関係を明らかとし、電磁界エネルギーの放射
が最小となるよう共振器構造を検討した。なお、図 3 に示す誘電体試料において、
ℓ≧30 mm とする事で隣接する高次モードを充分に離すことができ 3)、本研究では
ℓ=30 mm の誘電体試料を用いる。 
 
Dielectric Sample
Cavity
D
ℓ
 
図 3 TM モード誘電体試料の構造 
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導体板間で共振電磁界が十分に減衰する導体板寸法を決定するため、εr=80、H=4 
mmを固定し、7.50 mm、11.25 mm、15.00 mmのDにおいて、それぞれのℓを 30 mm、
33 mm とした 6 種類の誘電体試料に対し、一辺の長さが L の正方形からなる導体
板の寸法 L を 60 mm～120 mm まで変化させた Qu 値の HFSS による解析結果を図
4 に示す。 
L<80 mm では電磁界エネルギーの放射により Qu 値は低下する。本研究では放
射を抑制し、Qu 値の低下が 1％以下になるように導体板寸法を L=100 mm とした。 
3.3.1.2  導体板の平行度による誤差 
2 枚の導体板が平行でなくなり高次モードが励振する場合、平行導体板の開放
側面より電磁界エネルギーの放射が生じ Qu 値は低下する。図 5 のモデルを用い
て、上部導体板と下部導体板のなす角度αに対する f0、Qu 値を HFSS にて解析した
結果を図 6 に示す。図から、αが増加すると Qu 値が低下する。例えばα=0.4°と
した場合、Qu 値は 10％低下し、このとき、tanδは 10％高めに見積もられること
になる。tanδの誤差が 10％以下となる目標を達成するため、Qu 値が劣化する他の
要因があることを考慮し、Qu 値の低下が 5％以下になるようにα<0.2°とした。 
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図 4 導体板長さ L に対する Qu 値の解析結果 
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3.3.1.3  導体板の間隔による誤差 
平行導体板側面から Qu 値低下の原因となる電磁界エネルギーの放射がない遮
断状態とするには、導体板間の間隔も関係しており、導体板間隔を共振波長λの
1/4 より狭くする必要がある。本研究の目的とする D の最大値は 15.00 mm 程度で
あり、支持台高さ H が高くなると平行導体板の間隔が λ/4 に近づき、放射が生じ
ることが懸念される。 
図 7 は、D が 7.50 mm、11.25 mm、15.00 mm の誘電体試料に対し、支持台高さ
140mm
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図 5 解析した共振器構造 
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図 6 αに対する f0、Qu 値の解析結果 
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H を変化させた Qu 値の HFSS による解析結果を示す。図の x 軸は導体板間隔 h
（=H+H’+D）を共振波長λで規格化した値を示している。D=15.00 mm の誘電体
試料では h/λ>0.25（h>29.0 mm）にて、D=7.50 mm、11.25 mm の誘電体試料では
h/λ>0.275（h>22.5 mm）にて Qu 値が低下した。Qu 値の低下する h/λ 値が異なる
のは、導体板寸法 L が一定であるため、誘電体試料の D が大きくなると誘電体円
柱試料の両端面の円周部分と平行導体板の端部との距離が短くなり、導体板間で
の共振電磁界の減衰が弱くなることが原因と考えられる。 
一方、実際の測定では誘電体試料を支持台（発泡スチロール製 εr_base=1.03、
tanδ
_base=3.8×10-5）4)の上に設置する。導体板間隔が広いほど、誘電体試料の設置
が容易になり、簡易測定が可能である。しかし、支持台は空気より僅かに大きい
誘電率を持つため、導体板間の空間の電磁界分布が誘電体試料の上下空間で非対
称となる。このために電磁界分布が導体板の面方向に広がり、導体板の面積が有
限なことから放射が生じる。 
∆H（＝H’－H）を誘電体試料と上部導体板までの距離 H’と支持台高さ H の差
とし、∆H に対する Qu 値の HFSS による解析結果を図 8 に示す。図から、Qu 値
は ∆H に対し最大値を持ち、Qu 値が最大となる ∆H
_Qmaxの値は、H の増加に伴い
増加することがわかる。支持台の体積が大きくなると、支持台中の電磁界エネル
ギーが増えるため、誘電体試料の上下空間の電磁界エネルギーが一致するように
誘電体試料と上部導体板との距離が広くなる。この結果、∆H
_Qmaxの値が正の方向
へシフトすると考えられる。また、Qu 値が最大となる ∆H では、平行導体板から
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図 7 h/λに対する Qu 値の解析結果 
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の電磁界エネルギーの放射を最小、つまり、誘電体試料の上下の空間の電界分布
を対称とすることが可能と考えられる。 
本研究では目的とする誘電体試料の D が大きく、簡易測定のために導体板間隔
が広い場合においても電磁界エネルギーの放射を抑制し、Qu 値の低下を 2％以下
とするため、誘電体試料の D 及び共振波長から h/λ<0.25 となる導体板間隔を概算
し、誘電体試料の測定毎に Qu 値が最大となるように導体板間隔を調整した。 
3.3.2  励振による誤差要因 
3.3.2.1  励振位置の誤差 
 測定に用いる共振器は TM01δモードであり、このモードの電気力線は図 1(b)に
示すように誘電体試料の長さ方向、つまり図 1(a)の y 軸方向に存在する。このた
め、ｙ軸方向からモノポールアンテナを用いて電界結合させれば、TM モードの
み励振させることができ、測定に用いる TM モードの判別は容易になる。しかし、
測定のために共振電磁界にアンテナを近接させると、電磁界がアンテナを伝搬し、
導体板外へ電磁界エネルギーが放射することが HFSS により解析した結果から明
らかになった（図 9 参照）。  
本研究では、磁界分布に着目して図 1(a)の x 軸方向から、先端に小さなループ
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図 8 ∆H に対する Qu 値の解析結果 
 72
を形成したアンテナを用いて、磁界結合により励振・検波を行う。図 1(a)の xy 平
面における TM01δモードの共振電界を HFSS により解析した結果を図 10 に示す。
誘電体試料の長さ方向の中央部では電界強度が弱い、つまり磁界強度が強いため
に図 1(a)に示す z 方向にアンテナを変位させても f0、Qu 値は変化しないと推定で
きる。 
図 1(a)に示す y 軸のプラス方向へのアンテナの変位に対する f0、Qu 値の測定結
果を図 11 に示す。図から、アンテナの変位量の増加と伴に f0,Qu 値は共に低下す
ることがわかる。これは、y 軸のプラス方向である誘電体試料の端部へアンテナ
が近付くと、電界強度の強い領域とアンテナが干渉するためと考えられる。本法
の測定では、この干渉を最少とするため、電界強度が最も弱くなる誘電体試料の
 
図 10 磁界結合における TM01δモードの電界分布 
 
図 9 電界結合における TM01δモードの電界分布 
 73
長さ方向の中央部へアンテナを設置する。 
 
3.3.2.2  結合量の誤差 
誘電体共振器とアンテナは磁界により結合しており、その結合の強さは挿入損
失 I.L.で表され、I.L.はアンテナと誘電体試料の距離に依存する。一般的には I.L.
を 20 dB 以上とすれば、共振電磁界とアンテナの干渉が最小となり、高い測定精
度が得られる事が報告されている
2)
。しかし、I.L.は共振器の Qu 値やアンテナの
寸法・形状等に依存するため
5)
、本法に用いる共振器において f0 と Qu 値への影
響が最小となる I.L.の値を検討した。本法は、TM01δモード誘電体共振器の励振・
検波は先端に直径 2 mm のループを構成したアンテナにより、誘電体試料の図 2(a)
における x 軸方向から行った。 
I.L.に対する f0、Qu 値の関係を測定した結果を図 12 に示す。図から明らかなよ
うに I.L.が 35 dB 周辺では、f0,Qu 値は一定値に収束している。これは、アンテナ
による共振電磁界の乱れが減少するためと考えられる。I.L.が 25 dB 周辺では、金
属であるアンテナが共振電磁界に近接するため、アンテナ導体部での導体損によ
る Qu 値は変化量が大きくなる。I.L.が 40 dB 以上になると結合が弱くなるために
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図 11 アンテナ移動距離と f0,Qu の関係 
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共振波形の強度が低下し、測定器の雑音によりQu値の測定精度が低下している。 
本研究では、I.L.に対するQu値の測定精度が 1.5％以下になるように I.L.≒35 dB
とした。 
3.3.3  誤差要因のまとめ 
本研究では、tanδの精度として誤差を 10％以下にすることを目標としている。
tanδの誤差の増大は、Qu 値から算出される tanδの値が、Qu 値の低下分だけ高く
見積もられることが原因である。Qu 値の低下の要因に対し、本節で検討した共振
器構造に起因した Qu 値の低下を抑制するために設けた条件、及びこれら測定条
件下における tanδの誤差を表 2 に示す。 
本節の検討で得られた tanδの誤差∆tanδ は以下の式で与えられる 6)。 
(∆tanδ)2＝(∆tanδ 
_g)2+(∆ tanδ _p)2+ (∆ tanδ _d)2+(∆ tanδ _e)2   (3) 
ここで∆ tanδ 
_g、∆ tanδ _p、∆ tanδ _d、 ∆ tanδ _eは、それぞれ、導体板の寸法 L、
導体板の平行度α、導体板の間隔 h、励振線の挿入損 I.L.について、それぞれ表２
中に示される条件下で測定した場合の Qu 値の誤差に起因する tanδの誤差を示す。 
表 2 の測定条件を満たす場合の tanδの見積もり誤差は 5.7 ％となり、誤差を
10％以下という目標が達成可能であることが分かった。 
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図 12 I.L.に対する f0,Qu の測定結果 
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表 2 Qu 値を低下させる要因と tanδの誤差 
Cause of the reduce Qu value Condition Measurement error
of tanδ(%)
Error by the finite geometry of
the conducting plate L>100 mm ＜1.0
Error with the non-parallelism
of the conducting plate α＜0.2° ＜5.0
Error by the setting of the
distance of the conducting plate
Design to maximize Qu
value by h (h/λ≒0.25) ＜2.0
Error by coupling loss I.L.≒35dB ＜1.5
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3.4  実験結果 
本法及び TE モードを用いる JIS R 1627 の測定に使用した誘電体試料を表 3 に
示す。これらは同一の焼結体より切り出し、各試料とした。 
 
3.4.1  測定装置 
図 13 に TM01δモード誘電体共振器の外観図を示す。誘電体試料は発泡スチロー
ルの支持台に置かれ、励振・検波は先端にループを構成したアンテナにより、誘
電体試料の径方向より行った。x,y,z 軸方向のアンテナ位置、及び上下導体板の導
体板間隔ならびに平行度は測定毎に調整した。 
 
 
表 3 実験に用いた誘電体試料 
7.51 0.25 1.98 79.38 5.58
± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.01
11.26 0.37 1.96 79.32 3.73
± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.02 ± 0.02
15.01 0.50 1.99 79.39 2.90
± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.01
Sample JIS R 1627
D(mm) tanδ(10-4)εrD/ℓD/ℓ
 
 
図 13 測定装置（上部導体板は外されている） 
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3.4.2  周波数応答 
3.4.1 の測定装置を用いて、H=4 mm にて、D=7.50 mm、11.25 mm、15.00 mm の
誘電体試料を 2 GHz～5 GHz で測定した周波数応答を図 14 に示す。 
2 GHz～5 GHz の周波数領域において、D=7.50 mm の誘電体試料では共振ピー
クは１つであるが、D=11.25 mm、15.00 mm の誘電体試料では複数の共振ピーク
11
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図 15 各共振ピークにおける電磁界分布 
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図 14 周波数応答測定結果 
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が存在している。このため、測定に用いる共振モードのピーク位置について検討
した。 
共振ピークのモード判別を目的とし、HFSS を用いて各共振ピークの電界分布
を求めた結果を図 15 に示す。図より D=15.00 mm の誘電体試料では、低周波側の
共振ピーク(A)が目的の TM モードであり高周波側のそれ(B)は TE モードである。
D=11.25 mm の誘電体試料では、高周波側(A)が測定に用いる TM モードであり低
周波側(B)は TE モードである。 
3.4.3  TM01δモード誘電体共振器の測定 
これまでの検討結果より得られた測定条件に基づき、εr≒80、D=7.50 mm、11.25 
mm、15.00 mm、長さが ℓ =30 mm の誘電体試料について、f0、Qu 値を測定した。 
各 D に対し、H を 2 mm、4 mm、6 mm とし、∆H と f0、Qu 値の関係を測定し
た結果を図 16～図 18 に示す。 
Qu 値は ∆H に対して最大値を持ち、Qu 値が最大となる ∆H の値は ∆H=0.002～
0.7 の正の値を取る。この傾向は図 8 に示される解析結果と一致している。∆H に
対する Qu 値の変化量は、D と H に依存しており、D が小さく H が高い場合に変
化量は大きくなる。 
図 16 に示す D=7.50 mm の誘電体試料において導体板の間隔の変化に対する f0、
Qu 値の変化量が大きいのは、電磁界エネルギーの誘電体試料への集中が弱く、上
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図 16 D=7.50 mm の測定結果 
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下導体板の近傍にまで電磁界エネルギーが存在するため、僅かに導体板間隔が変
化しても、電磁界分布に変化が生じるためと考えられる。 
また、図 18 に示す D=15.00 mm の誘電体試料では、H=6 mm の Qu 値が H=4 mm
の Qu 値より低くなる結果であった。実測では、支持台により導体板間の電磁界
分布が僅かに乱れ、放射が生じたことが原因と考えられる。 
3.3.1.3 で述べたように、本研究では h/λ≒0.25 とならないように H を低くした。 
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図 18 D=15.00 mm の測定結果 
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図 17 D=11.25 mm の測定結果 
 80
3.4.4  径の異なる円柱状試料に対する測定結果 
本法では、誘電体試料を 3 回繰り返し測定した f0､Qu 値から、HFSS を用いて εr
と tanδを計算した（表 4 参照）。 
誘電体試料の容易な取替えが可能な簡易測定を実現するためには、導体板間隔
が広いほうが良い。導体板間隔が広くなると電磁界エネルギーが放射し易くなる
ため、測定に影響を及ぼす電磁界エネルギーの放射は、表 2 に示される、L=100 mm、
α<0.20°、h/λ<0.25 を適用することで抑制している。本研究では支持台高さ H を
2 mm、4 mm、6 mm とする事で導体板間隔について検討した。ここで、D に対す
る εr、Q・f 値の関係を図 19、図 20 に示す。Q・f 値は以下の式から得られる。 
 Q・f = f0／tanδ (GHz)      (4) 
図の ∆εr と ∆Q・f は D の異なる誘電体試料の誘電特性の差(％)であり、以下の
式で表される。 
∆εr = (εr_D－εr_D’)／εr_D×100 (%)     (5) 
∆Q・f = (Q・f－Q・f’)／Q・f×100 (%)    (6) 
図 19 より、導体板の間隔に対し直径の大きい D=15.00 mm の誘電体試料から算
出したεr の値は導体板間隔に依存しない。これは、電磁界エネルギーが誘電体試
料に強く集中するため、測定への導体板の影響が少ないからである（図 7 参照）。
これに対し、D=7.50 mm の誘電体試料では εr が低く見積もられ、導体板間隔が増
加するとその傾向が顕著になり、D=15.00 mm と D=7.50 mm との εr の差は
∆εr=1.0％である。図 20 より Q・f 値は D が大きくなるに伴い低く見積もられ、そ
の差は ∆Q・f=16％である。 
 
表 4 誘電体試料の測定結果 
D (mm)
7.51
±0.00 ± 3.16×10-5 ± 67 ± 0.01 ± 0.06
11.26
±0.00 ± 1.18×10-4 ± 63 ± 0.01 ± 0.03
15.01
±0.00 ± 6.34×10-5 ± 146 ± 0.00 ± 0.05
3.8315 5645 78.72 4.07
f0 (GHz) Qu εr tanδ （10-4)
3.36
2.90
3.1241 5210 79.20
2.5487 4827 79.34
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D≧10.56 mm であれば、誘電体試料の εr と他の D の誘電体試料の εr の差 ∆εr は
0.30％より小さくなり、導体板間隔に関係なく高精度な評価が可能である。 
導体板間隔が狭い場合（H=2 mm）、誘電体試料に電磁界エネルギーが集中する
ため、D≧7.50 mm の誘電体試料の ∆εr も 0.3％より小さくなる。 
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図 20  D に対する Q・f の測定結果 
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図 19  D に対するεrの測定結果 
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3.5  簡易測定に関する検討 
3.5.1  測定時間の計測 
 TMモード用の誘電体共振子形状の誘電体試料を測定する時間について 1.5.3で
述べた共振器法と本法とを比較した結果を図 21 に示す。図から共振器法と比較し、
本法は測定時間を 2/3 に短縮できることがわかる。これは、共振器法ではキャビ
ティと誘電体試料との接地が不十分な場合に再調整が必要であったが、本法では
誘電体試料と導体板とは非接触のため試料の再調整が不要である。このため、誘
電体試料を支持台上に置くだけで測定でき、共振器法と比較して短時間で測定で
きる。  
 
3.5.2  変動係数の算出 
2 つの集団のバラツキの程度を比較する場合に用いられる変動係数(CV)により、
共振器法と本法の測定バラツキについて検討した。CV は標準偏差を平均値で
割ったものであり、下に記す式で表される。 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 100
1000
2000
3000
4000
測定試料数（個）
測
定
時
間
(s)
新規手法（平行導体板型）
従来手法（キャビティ型）共振器
平行導体板型共振器法
 
図 21  評価方法と測定時間の関係 
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x
CV
2σ
=
        (7) 
ここで、
2σ は標準偏差、 x は平均値である。 
 共振器法の f0 は CV=0.93×10-4(%)、Qu 値は CV=2.27(%)であるのに対し、本法
の f0 は CV=0.46×10-5(%)、Qu 値は CV=0.56(%)である。この結果、誘電体試料の
測定に本法を用いることで、共振器法と比較して f0 の CV を 1/20 以下、Qu 値の
CV を 1/4 以下に抑制でき、再現性の高い評価を実現している。 
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3.6  測定精度の考察 
3.6.1  支持台形状の検討 
3.4.4 の結果から、図 1(a)に示す支持台（誘電体を置く面の一辺が 50 mm の正方
形、今後、この計上の支持台を支持台 I とする）を用いて直径 D=7.5 mm の誘電
体試料を評価した時、図 19 に示すように εrが低く見積もられた。また、導体板
間隔が広くなると εrの測定バラツキが大きくなった。 
誘電体試料の体積が小さい場合、誘電体内部に分布する電磁界の密度は低くな
り、導体板間中には電磁界が広く分布することになる。ここで、支持台は空気よ
り僅かに大きい εrを持つため、支持台中に分布する電磁界の密度は導体板間の空
気中のそれよりも高くなる。従って、導体板間の電磁界分布は誘電体試料と支持
台が存在する下部導体板側に偏り、誘電体試料の上下で電磁界分布が非対称にな
るため、εr の測定精度を低下させている。この様な結果から、導体板間の電磁界
分布の偏りを抑制するため、支持台形状について検討する。 
 
本研究では、図22に示す形状の2種類の支持台について検討した。導体板間の
電磁界分布の偏りを抑制することを目的にして、一つは誘電体試料の上下の空間
の εrを同一にする形状（支持台 II）、もう一方は支持台内に分布する電磁界の密
度を低くする形状とした（支持台 III）。 
図 22(a)に示される支持台 II は、支持台の中央に誘電体試料が隙間なく収まる
ように貫通孔が作製され、その長さは誘電体試料の長手方向の長さと同じ 30mm
とした。この支持台を用いることで、誘電体試料の上下の空間の εr は同じにな
る。 
支持台
(a) 支持台II (b) 支持台III
導体板
導体板
誘電体試料
 
図 22 支持台構造 
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図 22(b)に示される支持台 III は、誘電体を設置する面を一辺 10mm の正方形と
なるように作製した。この支持台を、誘電体試料の近傍で電磁界分布の密度が最
も低くなる誘電体試料の中央部に設置することで、支持台中に分布する電磁界の
密度は低くなる。 
3.6.2  D=7.5mm の円柱状試料の測定結果 
本研究では、直径 D=7.506±0.001 mm、長さ ℓ=30.026±0.001 mm（D／ℓ=0.250）、
εr=79.4、Q・f≒11000 GHz の誘電体試料を用いた（同一の焼結体から D／ℓ≒2 に
加工し TE モードを用いる JIS R 1627 により評価）。また、支持台の誘電特性に
は εr_base=1.03、tanδ_base=3.8×10-5 を用いた 4)。 
図 23に支持台 I～IIIを用いて測定した誘電体試料の εrの測定結果を示す。図中
の h は導体板間隔を示す。何れの支持台においても、導体板間隔が広くなると、
εrの差 ∆εrが 0.4～0.7％生じる。支持台 II を用いて求めた εrの値は支持台 I を用い
た場合よりも低く見積もられた。また、∆εr=0.7%であり支持台 I を用いた時より
も悪化した。これに対し、支持台 IIIを用いて求めた εrの値は支持台 Iを用いた時
よりも高く、JIS R 1627より求めた εrの値とよく一致する。また、∆εrは0.4%であ
り、支持台 I を用いた時より改善している。 
導体板間に存在する全電磁界エネルギーに対する支持台内に蓄積される電磁界
エネルギーの割合をHFSSにて解析した結果を図 24に示す。ここで、電磁界エネ
ルギーとは支持台中に分布する電磁界の密度を支持台の体積で積分した値であ
る。 
図から支持台 III に蓄積される電磁界エネルギーの割合は、他の支持台と比較
し極めて低く、導体板間隔によらずその割合は0に近い。従って、支持台 IIIを用
いた場合、導体板間に分布する電磁界は、導体板間の中心に位置する誘電体試料
のみに集中する状態にみなせ、導体板間の電磁界分布の偏りが抑制されていると
推察できる。 
一方、支持台 IIは、支持台の形状により導体板間の電磁界分布の偏りを抑制し
ているものの、図 23 で示すように εrの値は低く見積もられた。 
ここで、支持台を形成する発泡スチロールは、作製時のプロセスにより生じる
空孔を含有するため、加工された支持台の表面には空孔による凹凸が存在する。
測定時、誘電体試料は支持台上に置かれるため、支持台と誘電体試料とが接する
境界では、上述する凹凸部により空隙が生じることは避けられない。 
図 24 から、支持台 II に蓄積される電磁界エネルギーの割合は高く、この割合
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は誘電体試料のそれと同等であり、導体板間の電磁界エネルギーの大半は誘電体
試料及び支持台 IIに蓄積されることがわかる。この時、先に述べた支持台と誘電
体試料間の空隙部にも電磁界エネルギーは蓄積される。 
支持台へ蓄積される電磁界エネルギーは支持台形状により異なるため、先に述
べた空隙に集中する電磁界エネルギーも支持台により異なると推察される。各支
持台形状での空隙の量に対する f0 の差 ∆f の関係を HFSS にて解析した結果を図
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図 24 支持台形状と各領域の電磁界エネルギーの関係 
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図 23 支持台形状とεrの関係 
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25 に示す。空隙の量は、支持台と導体板及び誘電体試料とが接触する箇所に設
けた空気層の厚さを示す。 
図から、何れの支持台においても空隙の量の増加と伴に ∆f は増加することが
わかる。∆f は支持台 III、I、II の順に大きくなり、これは図 23 に示す ∆εrが大き
くなる支持台の順に一致する。 
支持台 IIでは、導体板間を占める体積が大きくかつ空気より高い εrを持つため、
支持台中へ蓄積する電磁界エネルギーは大きくなる。従って、空隙へ集中する電
磁界エネルギーの割合も大きくなるため、f0 のシフト量が増加し、εr の測定精度
を低下させたと推察できる。 
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図 25 空隙と f0のシフト率の関係 
 88
 
3.7  むすび 
本章では、フィルタ用共振器を構成する誘電体共振子形状の誘電体試料が評価
可能な平行導体板型 TM01δモード誘電体共振器の確立について検討した。 
 
共振器は平行導体板で挟まれた中空に、長い円柱形状の誘電体試料が支持台上
に導体板と平行かつ非接触に設置された構造を持つ。 
 
平行導体板の側面からの電磁界エネルギーの放射を抑制するため、平行導体板
内をカットオフ状態にする共振器の構造を明らかにし、Qu 値の劣化に伴う tanδ
の誤差を 10%以下に収め、tanδの評価において高い繰り返し精度を可能にした。 
 
支持台中の電磁界分布の密度を最小にする構造を明らかにすることで、導体板
間中の電磁界分布を誘電体試料のみが存在する理想的な状態とし、誘電率の評価
において高い繰り返し精度を可能にした。 
 
本法は共振器法と比較して測定時間が短く、かつ測定方法のバラツキを表す変
動係数も低いため、誘電体共振子形状の誘電体試料を簡便かつ再現性良く測定で
きる。 
 
本章により、TM モード用の誘電体共振子形状の誘電体試料を簡便かつ再現性
の高い評価が可能となった。よって、本法により 2 章で検討した複合誘電体共振
器に用いられる誘電体共振子の誘電特性の評価、及びフィルタ用の誘電体共振子
を大量生産する場合は生産ラインにおける出荷検査で発生する測定のコストの低
減を達成できる。 
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第4章 カットオフ導波管型TM01δモード誘電
体共振器法の研究 
4.1 まえがき 
本章では TM モード共振器に用いる誘電体共振子形状の誘電体試料を評価する
方法について検討する。 
 初めに、誘電体試料の簡易測定を目的に、キャビティ（円柱共振器）の長手方
向の両端を開放した TM01δモード誘電体共振器を提案し、この共振器の構造、及
び測定原理について示す。測定周波数帯域をカットオフ状態にするカットオフ導
波管を用いることで、開放部からの電磁界エネルギーの放射を抑制している。 
 次に、誘電特性の算出にはカットオフ導波管の寸法（内径、長さ）、及び導電率
（σr）の値が必要である。この導波管の物性値は、導波管の両端に短絡板を設置
して空洞共振器とした場合の TE モードの共振特性（f0、Qu 値）を用いて算出さ
れる。このため、共振特性の測定には高い精度が求められ、モードチャートの使
用、及び導波管の端部へのリング状の溝部の作製により、測定に使用する共振モー
ドと他の共振モードとの干渉を最小現にすることが共振特性の測定精度の向上に
有効であることを示す。 
 更に、誘電体試料の測定時に開放されたキャビティ端部からの電磁界エネル
ギーの放射を抑制するには、カットオフ導波管の直径、アンテナの設置位置、及
び測定試料の長さを制限することが有効であることを示す。  
最後に、設計したカットオフ導波管を用いて、実際に TM モード用の誘電体試
料を測定する。この測定結果により、本法は TM モード誘電体共振器形状での誘
電体試料の高精度な評価に適用できることを示す。 
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4.2 カットオフ導波管型 TM01δモード誘電体共振器の
構造 
誘電体共振子形状の誘電体の複素誘電率（比誘電率εr、誘電損失 tanδ）を、簡
便且つ正確に測定する方法として、カットオフ導波管を用いた TM01δモード誘電
体共振器を提案する。この共振器は図 1(a)に示すように、測定する誘電体（直径
D、長さℓ）を、円筒形状の導波管（直径 d、高さ H、比導電率σr）内の中央に設
置した構造である。誘電体は円筒形状の発泡スチロール（εrs、tanδs）製の支持体
を用いて、導波管の中央に非接触で設置される。また、本研究では、誘電体試料
の取替えを容易にするため導波管の両端を開放したまま測定している。このため、
開放部からの電磁界エネルギーの放射が懸念されるが、導波管内がカットオフ状
態になるように導波管の直径を定めることで、共振電磁界を導波管中に閉じ込め
ることができる。 
 
4.2.1  測定原理 
本法では誘電体のεr、tanδは電磁界シミュレーション（HFSS）を用いて算出す
D
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(a)        (b) 
図 1 測定に用いる共振器の構造 
(a)カットオフ導波管を用いた TM01δモード誘電体共振器 
(b)空洞共振器 
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る[1]。この時、εr、tanδの算出には下に記すパラメータを用いている。 
・εr は、図 1(a)に示す共振器の共振周波数（f0）、D、ℓ、d、H 
・tanδは、図 1(a)に示す共振器の無負荷 Q（Qu）値、D、ℓ  、d、H、σr 
なお、HFSS の計算には以下の条件を用いた。 
図 1(a)の構造及び TM01δモードの共振電磁界分布がいずれも周方向の変化が無
い対称構造であるので、計算時間及び計算容量の節約を行うために、磁気壁を利
用し図 1(a)の構造を周方向に 360分の 1にカットしたモデルを用いて計算を行う。
計算には固有値解析を用い、メッシュの生成にはアダプティブオートメッシュを
使用し、メッシュを追加しながら、メッシュの追加前後の f0 の差が 0.01%以内に
収束するまで解析を繰り返し、f0 と Qu 値を算出した。 
ここで、複素誘電率を算出するためには、予め導波管の d、H  、σr を求める必
要がある。これらの値は、導波管の両端を導体板で短絡して図 1(b)に示す空洞共
振器を構成し、この共振器において励振する TE01p モード（p=1,2,3・・・）の f0p
及び Qup 値を 2-1-1 に示す(3)(4)式に代入して算出する。 
4.2.2  測定方法 
測定に用いる図１(a)に示すカットオフ導波管型 TM01δモード誘電体共振器の励
振・検波はモノポールアンテナを用いて導波管の長手方向から電界結合により行
う。誘電特性の算出に必要な f0 及び Qu 値はネットワークアナライザ（8510C ア
ジレント社）を用いて測定する。Qu は次式で与えられる 2)。 
20
..
101
LI
LQQu
−
−
=         (1) 
ここで、I.L.は挿入損失、QLは負荷 Q であり、次式で与えられる。 
lh
L ff
fQ
−
=
0
         (2) 
ただし、f0,fh,flはそれぞれ共振周波数、3 dB 帯域幅の高い側の周波数、3 dB 帯
域幅の低い側の周波数とする。 
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4.3  測定装置 
4.3.1  空洞共振器の設計 
4.3.1.1  寸法、導電率（σr）の算出方法 
図 1(b)に示す空洞共振器の d、H の値は TE01p、TE01q（p,q=1,2…）モードの f0p、
f0q を(3)式に代入して求められ、σr の値は先に求めた d、H 及び TE01p モードの Qup
を(4)式に代入することにより求められる 3)。 
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ここで、c=2.9979×108(m/s)、ρ’01=3.8317、µ0=4pi×10-7(H/m)である。 
4.3.1.2  TE モードを独立に励振可能な寸法の決定方法 
4.3.1.1 で述べたように空洞共振器の寸法の算出には TE01p モードの f0p と Qup 値
を用いることから、f0pと Qup 値には高い測定精度が求められる。しかし、空洞共
振器においては複数の共振モードが励振するため、目的のTE01pモードの共振ピー
クに他のモードの共振ピークが干渉した場合、f0p と Qup 値の測定精度は低下する
ことになる
4)
。これを回避するため、共振モードの共振周波数は空洞共振器の寸
法に依存することに着目し、本研究では空洞共振器の寸法に対する各モードの共
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振周波数の関係を示すチャートを作製する。これを用いてTE01pモードの共振ピー
クが他のモードの共振ピークと近接しないような空洞共振器を設計する。 
本研究では、空洞共振器の寸法及び励振する各モードの共振周波数には次式の
関係があり
5)
、これらの式を用いてモードチャートを作成する。 
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      （5） 
ここで、f0_TE、f0_TM はそれぞれ TEnmp、TMnmp モードの共振周波数であり、ρmn
とρ’mn はそれぞれベッセル関数 Jm(0)=0、その導関数 Jm’(0)＝0 の n 番目の根であ
る。 
(5)式を用いて作成したモードチャートを図 2 に示す。図中の太い実線は TE01p
モードを表している。図から、空洞共振器では、その寸法によって数多くのモー
ドが励振しており、この中から目的の TE01p モードが他のモードと近接しないよ
うに空洞共振器の寸法比を決定する。本研究では寸法比を図中の点線で示す(d/H)2
＝0.0864 に決定した。 
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図 2 空洞共振器のモードチャート 
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4.3.1.3  TE モードに縮退する TM モードの分離方法 
4.3.1.2 において、TE01pモードが他の共振モードと十分離れるように空洞共振器
の（d/H）2 の値を選んだ。だが、空洞共振器においては TE01p モードに TM11p モー
ドが縮退しており、これらは同じ共振周波数を有するため、この縮退モードの干
渉により TE01p モードの f0p 及び Qup の測定精度の低下が懸念される。 
 
 
TE011モード
TM111モード
電界
磁界
 
図 3 空洞共振器の電磁界分布 
 
図 4 空洞共振器の両端に設置した溝部の構造 
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本研究では図 3 に示すように TE モードと TM モードの電磁界分布が異なるこ
とに着目し、TE01p モードから縮退する TM11p モードを分離するため、図 4 に示す
ように導体円筒と短絡板との間に溝部を設けている。これにより、この溝部にお
いてTE01pモードはTE01遮断モード、TM11pモードはTM11伝搬モードになり、TE01p 
モードの共振周波数を固定したまま TM11p モードの共振周波数のみを変化させる
ことができる
6)
。ここで、図中の g は直径方向に研削した溝の深さ、k は長さ方
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図 6 k/H に対する TM モードの共振周波数の変化 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 
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図 5 k/H に対する TE モードの共振周波数の変化 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 
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向に研削した溝の幅である。 
溝部の寸法を決定するため、HFSS を用いて g、k に対する共振周波数（fg）を
計算した。図 5 は k/H に対する TE01p モードの共振周波数の関係を示し、図 6 は
k/H に対する TM11p モードの共振周波数の関係を示す。図 5、6 において fg は溝が
無い場合の共振周波数 f0 により規格化されている。 
図 5 から TE01p モードの共振周波数は、k/H、g/d の値に対し殆どシフトしない
ことがわかる。これに対し、図 6 から TM11pモードの共振周波数は k/H、及び g/d
の値が増加するに伴いシフトすることがわかる（図 6 参照）。従って、溝の寸法を
変えることにより TM11p モードのみをシフトさせ、TE01p モードと TM11p モードを
十分に分離させることができる。 
 以上の結果から、TM11p モードによる TE01p モードへの干渉を減らすため、共振
周波数の差（Δf）が 1%以上離れるように溝部の寸法を g=k=1.0mm とした。ここ
でΔf は以下の式で表される。 
%][ 100
0
0
　　×
−
=∆ f
fff g
           (6) 
4.3.1.4  高 Qu 値化の検討 
誘電特性を高精度に評価するには、共振周波数の測定の分解能を高くすること
が求められ、これは測定に用いる誘電体共振器を高Qu値化することで得られる。
図 1(a)に示す共振器の Qu 値は導波管の D と誘電体の d に依存しており、この共
振器において最も高い Qu 値は d/D =1.5 の関係を満たす時に得られる 7)。本研究
では、測定に用いる誘電体は D =15.00mm を想定しているため、共振器の直径は
d=22.5mm とした。また、空洞共振器の長さは、TE01p モードを独立に励振するた
めに決定した 4.3.1.2 で述べた空洞共振器の寸法比：(d/H)2=0.0864 から H=76.5mm
と定まる。 
 ここで、本研究では導波管の両端を開放したまま誘電体共振器を構成して誘電
体の誘電特性を測定するため、電磁界エネルギーが共振器外へ漏洩することが懸
念されるが、共振器からの電磁界エネルギーの放射は導波管の直径を制限するこ
とで導波管内をカットオフ状態とすることにより抑制している。設計した共振器
の d は 22.5mm であり、この寸法における導波管のカットオフ周波数は 11GHz と
計算できる。この周波数は本研究の測定に用いる周波数（2~4GHz）よりも高いた
め、測定時においてはカットオフにより共振電磁界は共振器外へ伝搬せず、電磁
界エネルギーの放射による Qu 値の低下は抑制できる。 
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4.3.1.5  励振方法の検討 
空洞共振器の TE01p モードの励振・検波は、図 4 に示すように空洞共振器の両
端部から、セミリジッドケーブルの先端に微小なループを形成したアンテナを挿
入して、磁界結合により行う。 
ここで、図 3 に示す空洞共振器の TE011 モードと TM111 モードの電磁界分布に着
目すると、TM111 モードの磁界は空洞共振器の断面の直径上に中心を挟んで 2 箇
所に分布している。これに対し、TE011 モードの磁界は空洞共振器の断面上の中心
から空洞共振器の壁面へ向かって放射状に分布している。これらの電磁界分布か
ら TE モード、及び TM モードの励振が可能な励振孔の位置を推定し、図 7 に空
16.0 16.2 16.5 16.8 17.0
−120
−80
−40
0
Frequency [GHz]
S2
1[d
B]
TE011
TE012
(a)
(b)
 
図 8 励振孔位置と周波数特性の関係 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 
(a) (b)
 
図 7 励振孔位置 
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洞共振器の軸方向から見た励振孔の場所を示す。図中の実線は空洞共振器の一方
の端部の励振孔を表し、点線はもう一方の端部の励振孔を表している。 
図 7(a)に示す励振孔の位置を用いれば、TM111モードの磁界分布とは一方のアン
テナのみが一致することから TM111 モードは励振せず、これに対し TE011 モードと
の電磁界分布とは両方のアンテナが一致する事から TE011 モードのみを励振でき
る。また、比較のため TE011 モードと TM111 モードが共に励振する可能性がある励
振孔の位置を図 7(b)に示す。 
図 7 に示されるそれぞれの励振孔の位置において空洞共振器の周波数特性を測
定した結果を図 8 に示す。図から図 7 (b)に示す励振孔の位置で測定した波形（点
線）に対し、図 7(a)に示す励振孔の位置で測定した波形（実線）は、16.05 GHz、
16.15 GHz、及び 17.00 GHz 付近にあった TM01p モードに起因する共振ピークが励
振していないことがわかる。更には、TM01p モードの励振を抑制することで測定
した波形の S/N 比も改善されており、本研究では TE01p モードの測定には図 7(a)
に示される励振孔の位置を用いる。 
4.3.1.6  寸法、σr の測定 
誘電体の誘電特性を正確に得るためには、4.2.1 で述べたように誘電特性の算出
に用いる空洞共振器の寸法を高い精度で測定する必要がある。本研究では、マイ
クロメータやノギス等を用いた機械的な測定ではなく、4.3.1.1 で述べたように共
振電磁界を用いて解析的に空洞共振器の寸法を求めている。これにより、機械的
な測定と比較し有効数字が一桁小さい値で空洞共振器の寸法が得られ、誘電特性
の精度の向上が期待できる。 
表 1 にはこれまでの検討結果を適用した空洞共振器を用いて測定した f0pと Qup
の値を示す。空洞共振器の d、H、σr は、表に示す TE012～TE014 の値を用いて算出
する。ここで、TE011モードについては、測定された Qu 値が他のモードの測定値
表 1 空洞共振器の TE01p（p=1,2,3,4）モードの測定結果 
 f0(GHz) I.L(dB) Qu
TE
0 11
16.3404 30.22 17860.1
TE
0 12
16.6875 29.00 22676.5
TE0 13 17.2502 30.15 23860.4
TE0 14 18.0092 30.40 25989.7
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と比較して低いため、空洞共振器の d、H、σr の算出には用いなかった。これは、
図 2 のモードチャートからわかるように高次モード（TE01p：p=2～）と比較して
TE011 モードは他の共振モードと近接しており、これらの不要な共振モードの影響
を取り除けなかったことが原因であると推察できる。 
表 1 の値を用いて、(3)(4)式に代入して求めた空洞共振器の d、H、σr を表 2 に
示す。 
4.3.2  支持体の誘電特性の測定 
本研究では、誘電体を導波管の中央に非接触で設置するために発泡スチロール
製の支持体を用いている。図 1(a)に示すように、支持体を含めて TM01δモード誘
電体共振器は構成されるため、この共振器の f0 と Qu 値には支持台の誘電特性も
含まれることになる。従って、誘電体のεr、tanδを正確に算出するためには 4.2.1
で述べたように誘電特性の算出に用いる支持体の正確な誘電特性が必要になる。
また、発泡スチロールの誘電特性は発泡率や材質によって異なるため、支持体の
作製に用いるものと同じ発泡スチロールにて誘電特性を測定することが求められ
る。  
本研究では発泡スチロールのεrs、tanδs を図(b)に示す空洞共振器を用いて次式に
より算出する
8)
。 
 
QuQu
f
f
s
s
s
rs
11
tan
2
0
0
−=




=
δ
ε
       (7) 
 ここで、f0、Qu は空洞共振器の内部を空にして測定した値、f0s、Qus は空洞共
振器の内部を支持体の作製に用いる発泡スチロールで充填して測定した値である。  
実測値を(7)式に代入して得られた本研究で用いる発泡スチロール製の支持台
の誘電特性はεrs=1.018±0.004、tanδs=1.782±0.047×10-5 である。 
表 2 空洞共振器の D、H、σr の計算結果 
導電率(％)
D H ?r
Ave. 22.5389 76.6814 97.6
± 0.0004 0.0099 ±0.66
寸法(mm)
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4.4  誤差要因の検討 
4.4.1  共振器構造による誤差要因 
4.4.1.1  誘電体の長さの影響 
本研究では、測定にカットオフ導波管を用いることで、導波管内で電磁界を急
峻に減衰させ、導波管外への電磁界エネルギーの放射を抑制している。このとき、
電磁界エネルギーを確実に減衰させるため導波管には十分な長さが必要になるが、
導波管のカットオフ周波数、及び 1.3.1.2 で述べたように TE01p モードと他の共振
モードとが干渉しないように設計すると、導波管の寸法は制限される。このため、
測定する誘電体の長さと導波管の長さとの差が小さくなる場合は導波管内で電磁
界エネルギーを十分に減衰させることが困難になる。よって、本研究で用いる導
波管において電磁界エネルギーの放射を確実に抑制することができる誘電体の寸
法について検討した。 
図 9 に誘電体の寸法に対する TM01δモード誘電体共振器の Qu 値を HFSS により
計算した結果を示す。この計算では、εr＝80 を持つ誘電体の D を 7.50、11.25、15.00 
mm とし、これらの D に対し誘電体のℓを 15mm～40mm の間で変化させている。 
図から D＝11.25、15.00 mm の誘電体を装荷した共振器の Qu 値はℓの増加とと
もに高くなることがわかる。これに対し、D＝7.50 mm の誘電体を装荷した共振
器の Qu 値はℓ＜35 mm ではℓの増加に伴い Qu 値は高くなるが、ℓ＞35 mm ではℓ
の増加に伴い Qu 値は低下する傾向であることがわかる。 
D＝7.50 mm の誘電体は体積が小さいため、誘電体内に蓄積される電磁界エネ
ルギーは少なくなり、導波管内の空間に存在する電磁界エネルギーは多くなる。
この時、ℓが長くなると誘電体端部から導波管端部までの距離、言い換えれば電磁
界エネルギーを減衰させるために必要な距離が短くなるため、導波管内で十分に
減衰されなかった電磁界エネルギーが導波管の端部から放射し Qu 値は低下した
と推察できる。 
本研究では、測定に用いる誘電体のℓ =30mm であるため、D＞7.5 mm であれば
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電磁界エネルギーは導波管内のカットオフ領域にて急峻に減衰すると推察でき、
電磁界エネルギーの放射による Qu 値の低下は生じないといえる。 
4.4.1.2  測定系の誤差 
本研究で用いたカットオフ導波管型誘電体共振器法のεr と tanδの測定誤差は次
式より求めた。 
222222
_00 HFSSrs ffDr εεεεεε ε ∆+∆+∆+∆+∆=∆ λ     (8) 
222
tan tantantantan 2 Qus r δδδδ σδ ∆+∆+∆=∆     (9) 
ただし、∆εD、∆εℓ、∆εεrs、∆εf0、∆εf0_HFSS はそれぞれ、誘電体の D、ℓ、支持体の
εrs、測定した f0、及びHFSSにより計算した f0によるεr誤差である。∆tanδσr、∆tanδtanδs、
∆tanδQu はそれぞれ、導波管のσr、支持体の tanδs、及び測定した Qu 値による tanδ
の誤差である。 
表 3 に(8)(9)式を用いて算出したεr、tanδの測定誤差及び(7)(8)式の各項の値を示
す。誘電率の誤差の主要な要因は誘電体の寸法の誤差である。これは、共振器の
電界エネルギーが誘電体に集中しているため、誘電体の寸法の精度が誘電率の測
定値に大きく影響を与えることを示している。一方、tanδ誤差の主な要因として
は支持体の tanδs の測定誤差、及び誘電体共振器の Qu 値の測定の誤差である。こ
ℓ
15 20 25 30 35 403000
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Q
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11.25
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図 9 誘電体長さℓに対する Qu 値の関係 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 
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こで、tanδs の算出にも(6)式で示すように Qu 値が用いられており、tanδの誤差の
低減にも Qu 値の測定精度が重要であることを示している。 
表から本研究における誘電率の ∆εr は 0.09%以内、誘電損失の ∆tanδは 0.65％以
内に収まることがわかる。 
4.4.2  励振による誤差要因 
4.4.2.1  アンテナ設置箇所の影響 
本研究で用いる TM01δモードは誘電体の中央での電界強度が強く、このモード
を電界結合により励振するためには、導波管の中央にモノポールアンテナを設置
することになる。しかし、導波管の中央に設置したアンテナを共振電磁界に近づ
けると、同軸線路が形成され電磁界エネルギーは導波管外へ伝搬することが懸念
される。ここで、図 10 に示す TM01δモードの電磁界分布に着目すると、このモー
ドの電気力線は導波管の中心だけでなく導波管の内壁面の近傍にも存在している
ことがわかる。これにより、モノポールアンテナを導波管の内壁面へ近づければ
TM01δモードの励振が期待できる。 
図 11 は、TM01δモード誘電体共振器を構成する導波管の中心にモノポールアン
テナが位置する場合（以後、antennaA と記載）と導波管の内壁面にモノポールア
ンテナが接地している場合（以後、antennaB と記載）の実測した周波数特性を示
す。図から、antenna A では導波管が同軸線路として機能しており、測定周波数帯
において電磁界エネルギーが伝搬していることがわかる。このため、測定に用い
る TM01δモードの共振ピークは伝搬モードに埋もれ、f0 及び Qu 値を測定すること
表 3 εrと tanδの測定誤差 
D(mm) Δε
r
ΔD Δℓ Δf
0
Δf
0_HFSS
7.50 0.07 0.02 0.00 0.01 0.07
11.25 0.05 0.03 0.01 0.00 0.03
15.00 0.09 0.04 0.08 0.00 0.02
D(mm) Δtanδ Δσ
r
Δtanδ
_base
ΔQu
7.50 0.64 0.06 0.49 0.42
11.25 0.34 0.03 0.17 0.30
15.00 0.37 0.12 0.08 0.36
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は困難である。これに対し、antenna B では同一の周波数域において電磁界エネル
ギーは伝搬しておらず、antenna A と比較して TM01δモードの共振ピークは明瞭で
あることから f0 及び Qu 値の測定が可能である。 
また、antenna B とすることでアンテナ位置を変えることなく試料を取替えるこ
とができ、本法は簡便な評価法として機能することが期待できる。 
本研究では、測定周波数帯において TM01δモードの共振ピークを不明瞭にする
3.0 3.5 4.0 4.5 5.0
Frequency [GHz]
S2
1[d
B]
antennaA
antennaB
ΤΜ01δ
 
図 11 アンテナ位置に対する周波数特性 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 誘電体：D=7.50mm、ℓ=30.0mm 
電界
磁界
 
図 10 TM01δモードの電磁界分布 
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電磁界エネルギーの伝搬モードを抑制するため、モノポールアンテナを導波管の
内壁面へ接地させて測定する。 
4.4.2.2  結合量の誤差 
誘電体とアンテナとの結合状態は挿入損失 I.L.で表され、これはアンテナの先
端と誘電体との距離に依存する。一般的には I.L.を 20dB 以上とすれば、共振電磁
界とアンテナの干渉が最少となり、高い測定精度が得られることが報告されてい
る
2)
。しかし、I.L.は共振器の Qu 値やアンテナの寸法・形状等に依存するため 9)、
本研究に用いる共振器において f0とQu値への影響が最少となる I.L.の値を検討し
た。 
図 12 に I.L と f0,Qu 値の関係を示す。図より、I.L.が 35～40dB では f0,Qu 共に
一定値に近づく。I.L.<35dB では金属であるアンテナが誘電体に接近し摂動により
f0 値の変化量が大きくなり、I.L.>40dB になると測定装置の雑音により Qu 値が大
きく測定される。 
本研究では、I.L.に対するQu値の測定精度が 1.5％以下になるように I.L.≒40 dB
とした。 
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図 12 I.L と f0,Qu 値の関係 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 誘電体：D=15.0mm、ℓ=30.0mm 
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4.5  実験結果 
測定には表 4 に示す誘電体を用いる。本法の測定及び JIS R 1627 の測定に用い
た誘電体は、同一の誘電体材料から切り出して作製した。 
 
4.5.1  測定装置 
図 13にカットオフ導波管型TM01δモード誘電体共振器法の測定装置の外観を示
す。この共振器の励振・検波には、カットオフ導波管の両端からモノポールアン
テナを挿入して電界結合により行う。モノポールアンテナはマイクロメータを装
備する冶具により x、y、z 方向への調整が可能である。 
 
 
図 13 測定装置の外観図 
表 4 実験に用いた誘電体 
± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.01
± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.02 ± 0.02
± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.00 ± 0.01
7.50
Sample JIS　R　1627
5.5879.381.980.250
3.73
15.00 0.500 1.99 79.39 2.90
11.25 0.375 1.96 79.32
tanδ(10-4)D(mm) D/ℓ D/ℓ εr
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4.5.2  周波数応答 
これまでの検討結果より得られた測定条件に基づき、表 4 に示す誘電体を実際
に測定して得られた周波数特性（1.5 GHz～4.5 GHz）を図 14 に示す。図から何れ
の誘電体を装荷した誘電体共振器においても伝搬モードは生じていないことがわ
かり、測定に用いる TM01δのピークは明瞭であることから、正確な f0、Qu 値の測
定が可能である。 
一方、図から TM01δモード以外にも複数の共振ピークが励振しており、これら
の共振周波数は測定に用いる誘電体の直径に関わらず同じであることがわかる。
また、表４に示す誘電体の寸法では測定に用いる TM01δモードは最低次モードで
あるが
10)
、このモードの共振ピークより低い周波数側においても共振ピークが存
在していることがわかる。これらの結果から、TM01δモード以外の共振ピークは導
波管に固有な共振ピークであり、カットオフ導波管型誘電体共振器では測定時に
複数の共振ピークが励振すると推察できる。 
このことから、本研究では TM01δモードの共振ピークを判別するため、誘電体
の直径に対する TM01δモードの共振周波数の関係を表すチャートを用している。
このチャートは HFSS を用いて作製した（図 15 参照）。図から、表 4 に示す誘電
体を用いた TM01δモード誘電体共振器の共振周波数は、それぞれ、D =7.50 mm で
は 3.7 GHz、d =11.25 mm では.3.1 GHz、D＝15.00 mm では 2.5 GHz であることが
わかる。これらの値は図 14 に示される周波数特性から得られる共振周波数とよく
2.0 2.5 3.0 3.5 4.0
Frequency [GHz]
S2
1[d
B]
ΤΜ01δ
ΤΜ01δ
ΤΜ01δ
D=15.00mm
D=11.25mm
D=  7.50mm
 
図 14 周波数特性 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 誘電体：ℓ=30mm 
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一致しており、図 15 に示すチャートを用いることで TM01δモードの共振周波数を
正確に判別できる。 
4.5.3  径の異なる誘電体に対する測定結果 
本研究では、誘電体を 3 回繰り返し測定した f0､Qu 値から、HFSS を用いてεr
と tanδを計算した（表 5 参照）。D に対するεr、Q・f 値との関係を図 16、17 に示
す。ここで Q・f 値は以下の式から得られる。 
GHz][
tan
0
　　δ
ffQ =⋅        (10) 
図のΔεr とΔQ・f 値は D の異なる誘電体の誘電特性の差（％）であり、以下
の式で表される。 
%][100QfQ
%][100r
　　
　　
×
⋅
′⋅−⋅
=⋅∆
×
′
−
=∆
fQ
fQf
r
r
r ε
εε
ε
     (11)
 
図 16、17 中の◇は実測値、●は表 2 に示す JIS R 1627 で測定した値を表してい
る。 
図16に示すように実測して得られたεrは誤差の範囲内で一致していることがわ
かり、Δεr は誘電体の D の値に因らず 0.22％以内に収まる。また、この値は JIS R 
7.50 11.25 15.002
3
4
5
6
7
f 0 
 
[G
Hz
]
ε r=10.0
22.5
62.5
45.0
80.0
D [mm]
 
図 15 モードチャート 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 誘電体：ℓ=30mm 
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1627 を用いた測定により得られたεr とよく一致し、Δεr は 0.23%以内に収まる。 
図 17 に示すように実測から得られた Q・f 値は d が大きくなるに伴い小さくな
り、ΔQ・f 値は誘電体の D の値によらず 4.4%以内に収まる。これは、JIS R 1627
を用いた測定により得られた Q・f 値の傾向とよく一致しており、ΔQ・f は 4.9%
以内に収まる。 
 
 
 
7.50 11.25 15.0078
79
80
81
[mm]
ε r
JIS R 1627
measurement
=0.22％Δε r
D
 
図 16 誘電体直径とεrの関係 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 誘電体：ℓ=30mm 
表 5 誘電体の測定結果  
± 0.00 ± 4.64×10
-5
± 20 ± 0.00 ± 0.02
± 0.00 ± 1.03×10
-5
± 13 ± 0.00 ± 0.01
± 0.00 ± 8.43×10
-6
± 17 ± 0.00 ± 0.01
tanδ(10-4)
79.35
79.19
79.17 2.45
2.98
3.47
D(mm) f0(GHz) Qu εr
3.7942
3.1343
2.5196
6513
5134
4982
7.50
11.25
15.00
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7.50 11.25 15.009000
10000
11000
12000
[mm]
Q・
f [G
Hz
]
JIS R 1627
measurement
=4.4％
D
ΔQ・f
 
図 17 誘電体直径と tanδの関係 
導波管：ｄ＝22.5mm,H=76.7mm 誘電体：ℓ=30mm 
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4.6  むすび 
本章では、フィルタ用共振器を構成する誘電体共振子形状の誘電体試料が評価
可能なカットオフ導波管型 TM01δモード誘電体共振器法の確立について検討した。 
 
共振器は円筒形状の導波管内の中央に円柱形状の誘電体試料を、円筒形状の発
泡スチロール製の支持体を用いて、導波管に平行かつ非接触で設置した構造を持
つ。 
 
導波管の寸法と導電率（σr）の算出に用いる空洞共振器（導波管の両端に導体
板を設置して構成される）において、TE モードと他の共振モードとの干渉を最小
とする空洞共振器の設計方法、及び励振方法を明らかにし、TE モードの共振周波
数、および Qu 値を高い精度で測定可能にした。 
 
導波管の直径の制限、および励振位置を最適化することで、導波管の端部から
の放射による Qu 値の劣化を抑制でき、高い繰り返し測定精度を可能にした。 
 
対称性の高い構造により高精度の解析ができ、3 章で検討した平行導体板型
TM01δモード誘電体共振器法と比較して、誘電率、Q・f 値共に高い測定精度を可
能にした。 
 
本章により、TM モード用の誘電体共振子形状の誘電体試料を 2 次加工するこ
となく高精度な評価が可能になった。よって、本法により誘電体試料の誘電特性
が正確に得られ、2 章で検討した複合誘電体共振器を高い精度で設計でき、試作
回数の低減による開発期間の短縮及びコストの低減を達成できる。 
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第5章  総括  
誘電体材料は移動体通信の発展に大きく貢献してきた。移動体通信機器が小型
化、高性能化を順調に達成してきたのも誘電体材料の開発があったからこそと
言っても過言ではない。 
しかし、近年のトラフィック量の増加に伴う移動体通信用の基地局の増設・増
強に対し、残念ながらこれらに対応可能な誘電体材料の開発が追いつかなくなっ
たのも事実である。 
この様な背景から、本研究では既存の誘電体材料を用いながら新たな誘電体共
振子の構造を創成することで、未開発領域の誘電体に相当する複合誘電体共振子
について検討した。 
以下に本研究によって得られた成果を総括する。 
 
  第1章では、基地局用フィルタに使用される誘電体共振器としてはTM010モー
ド誘電体共振器がふさわしく、この共振器において更なる軽量化・低廉化を実現
するためには誘電体材料の高εr 化が求められていることを述べた。しかし現状は、
この要求を満たすεr が 50 以上の領域では、充分な Q・f 値を持つ誘電体材料はい
まだ開発されていないことを示した。ここでは、未開発領域の特性を持つ誘電体
共振器を実現するため、誘電体共振器は共振器中の電磁界分布により誘電特性が
決定されることに着目した。つまり、誘電体共振子に誘電率の分布を持たせるこ
とによって誘電体共振器中の電磁界分布を制御し、誘電体共振器の誘電特性が設
計できる可能性を述べた。誘電特性の設計を実現する構造としてεr の異なる 2 つ
の誘電体を機械的に組み合わせた複合誘電体共振器を提案した。 
 
一方、TM010 モード誘電体共振器は基地局フィルタ用の誘電体共振器として主
流になりつつあるが、この TM モード共振器の設計、材料の開発、及び生産時の
出荷検査に求められる、TM モード共振器形状の誘電体試料を簡便かつ正確に評
価する方法がいまだ開発されていないことを述べた。ここでは、簡易測定を目的
としキャビティの一部を開放した共振器においても、開放部からの電磁界エネル
ギーの放射を抑制することにより、誘電体試料の誘電特性を正確に測定できる可
能性を述べた。これを実現する共振器として、本研究では平行導体板型、及びカッ
トオフ導波管型 TM01δモード誘電体共振器を提案した。 
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第 2 章では、基地局フィルタの要求特性を満たす誘電体材料が未開発である領
域の誘電特性を実現することを目的として複合誘電体共振器を検証した。この共
振器は、円柱形状の高εr 誘電体素子の外周に円筒形状の高 Q・f 値（低εr）誘電体
素子を設置した構造であり、円柱及び円筒形状の誘電体素子のそれぞれのεr およ
び外径比により、複合誘電体共振器中の電磁界分布を設計できることを示した。 
この結果、既存の誘電体（高εr 低 Q・f 値材、低εr 高 Q・f 値材）を組み合わせ
ることで、両者の中間的なεr、及び Q・f 値を持つ複合誘電体共振器が実現できる
ことを明らかにした。 
 
 第 3 章では、誘電体共振器に使用される誘電体共振子の誘電特性を簡便に評価
する方法として、平行に置かれた 2 枚の導体板間の中空に誘電体を導体板に非接
触で設置して構成する平行導体板型 TM01δモード誘電体共振器法ついて検証した。
ここでは、測定時に懸念される平行導体板の側面からの電磁界エネルギーの放射
を抑制するため、平行導体板内をカットオフ状態とする共振器の構造を明らかに
した。これにより本方法は誘電体を置くだけの簡易測定を実現できる。 
 
一方、誘電体を設置する支持台の位置および形状の最適化、更には励振・検波
に用いるアンテナ位置を最適化することで、導体板間の電磁界分布は導体板間に
誘電体のみが存在する理想的な状態に近づくことを明らかにした、これにより本
法は高精度な評価を実現できる。 
 
 以上の結果から、本法は共振器法と比較して測定時間を短く、かつ測定方法の
バラツキを表す変動係数を低くできる。このように、誘電体共振子形状の誘電体
試料を簡便かつ再現性良く評価できる方法を確立した。 
 
第 4 章では、誘電体共振子の誘電特性を高精度に評価する方法として、円筒キャ
ビティの長手方向の両底面を開放した構造（円筒導波管）の中央に誘電体をキャ
ビティに非接触で設置して構成するカットオフ導波管型 TM01δモード誘電体共振
器法について検証した。導波管の両端部が開放されていても、カットオフ周波数
を考慮して導波管の直径を制限すること及びカットオフ状態への影響を最小にす
る励振方法を選択することで、電磁界エネルギーはキャビティ内に閉じ込められ
る。また、カットオフ導波管型 TM01δモード誘電体共振器は対称性に優れた構造
を持つため高い精度で解析することができる。よって、本法は 3 章で検討した平
行導体板型 TM01δモード誘電体共振器法と比較して、誘電率、Q・f 値を高い精度
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で測定できる。このように、誘電体共振子形状の誘電体試料を高精度に評価でき
る方法を確立した。 
 
以上のように本研究において提案・試作した TM010 モード複合誘電体共振器は、
基地局フィルタの設計にあたって最適な誘電体材料がなくても、既存の誘電体材
料を組み合わせることにより要求特性を満たす代替共振器として機能することを
示した。これにより、既存の誘電体共振器では共振器の小型かつ低廉化の両立に
は目標を満たす誘電体材料の開発が必須であったが、複合誘電体共振器ではεr の
異なる誘電体材料を選択、組み合わせることで目標を満たす誘電体共振器が実現
できる。更には、この共振器は多重モード誘電体共振器のような複雑な構造を持
たず、また、フィルタ設計においては単一モード誘電体共振器の技術がそのまま
利用でき、優れたコストパフォーマンスを持つ誘電体共振器といえる。 
 
 一方、これまで困難であった TM モード用の誘電体共振子をそのままの形状で
簡便かつ正確に評価することについては、本研究において提案する 2 つの TM01δ
モード誘電体共振器法により実現した。これらの共振器ではキャビティの一部を
開放することにより簡易評価を可能にしている。これは、共振器内の空間をカッ
トオフ領域となるように共振器の構造を決定することて、開放部からの電磁界エ
ネルギーの放射を抑制しているからであり、これにより両方法共に高い測定精度
を実現した。 
3 章で述べた平行導体板を用いた方法は簡易測定を主としており、2 章で検討し
た複合誘電体共振器、及びフィルタ用として主流である TM モード誘電体共振器
用の誘電体共振子の生産ラインでの出荷検査で発生するコストを低減できる。ま
た、4 章で述べたカットオフ導波管法を用いた方法は高精度測定を主としており、
これを用いて TM モード用の誘電体共振子の誘電特性を正確に把握できる。これ
により 2 章で検討した複合誘電体共振器を正確に設計できるため試作回数を低減
できる。 
以上の結果から、両測定方法は誘電体共振器の開発期間の短縮及びコストの低
減が実現でき、コストパフォーマンスに優れた誘電体共振器の実現に貢献できる。 
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